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背景・目的 

 

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（以下「化管法」という。）は、

排出量・移動量の届出を行う PRTR 制度及び指定化学物質等の情報提供等を行う SDS 制度を講じることにより、

事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境保全上の支障を未然に防止することを目的としてい

る。化管法は平成 11 年７月に制定、平成 12 年３月に施行された。化管法附則第３条により、施行後７年を経

過した場合に見直すこととされており、平成 20 年 11 月に化管法施行令を改正した。前回見直しから 10 年を迎え

たことから、化管法の課題や見直しの必要性及び方針について検討を行い、令和元年６月に、産業構造審議会製

造産業分科会化学物質政策小委員会制度構築ワーキンググループ、中央環境審議会環境保健部会化学物質

対策小委員会合同取りまとめが公表された。これを受けて、薬事・食品衛生審議会薬事分科会化学物質安全対

策部会 PRTR 対象物質調査会、化学物質審議会安全対策部会化管法物質選定小委員会、中央環境審議会

環境保健部会 PRTR 対象物質等専門委員会合同会合を開催し、化管法対象物質の見直しに関する検討を行っ

ている。 

 

本事業では、今般の見直しを受けた改正後の化管法が適切に施行されるように、必要な措置の調査・検討等を

行うことを目的とする。また、今般の見直しにおいて、中長期的課題とされた事項への対応について調査・検討等を

行った。事業者による化学物質の自主的管理の改善の促進と環境保全上の支障の未然防止のためには、事業者

は事業所からの化学物質の排出量等を把握するだけでなく、その化学物質によって生じる周辺環境における人や動

植物に対するリスクを把握し、必要に応じてそのリスクを削減することが必要である。さらに、リスクコミュニケーション等

により、リスク管理の内容やその効果について、周辺住民等の理解を得ていくことが求められており、現在国が提供し

ているばく露量評価ツールの活用を促進するための調査を行った。 

 

さらに、現在進めている化管法見直しの概要等化管法を取り巻く状況に関する講習会を実施し、講習会受講によ

る習熟度合いや国からの情報発信に関する活用状況等について調査分析を行った。 
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事業内容 

 

1. 化管法見直しに関する周知活動 

現在、見直し検討を行っている化管法検討状況等、化管法を取り巻く状況、事業者が自主的かつ適切な SDS

及びラベルの作成・提供ができるよう、事業者向け GHS 分類ガイダンスの説明及び GHS 混合物分類判定システム

を活用した SDS の作成に関する講習会を実施した。また、併せてアンケートを実施し、集計結果を集約するとともに、

講習会開催効果の検証を行い、講習会受講による習熟度合いや、国からの情報発信に関する活用状況等につい

て調査分析を行った。なお、本年度は、新型コロナウイルス感染症等の状況を鑑み、オンラインでの開催とした。この

他、化管法の改正に関する広報資料の作成を行った。 

 

2. PRTR 排出量等算出マニュアルの見直しに向けた調査・検討 

PRTR 届出データの正確性の向上を図るため、また、化管法対象物質の見直しを反映させるため、現在進められて

いる化管法見直しにより新規に対象となる候補物質について、文献調査等により用途や取扱いの実態を調査し、

PRTR 排出量等算出マニュアルの見直しの方向性を検討した。 

 

3. 化管法の中長期的課題の検討 

化学物質のライフサイクル全体での環境排出等に関する排出係数の設定に向けて、取り得る手法及びその作業

手順について、文献調査や外部有識者へのヒアリング等により調査・検討を行った。 

 

4. ツールを活用した化学物質のリスク評価に関する調査 

リスク評価のためのツール（国が提供している暴露評価ツール（以下「METI-LIS」という。））について調査を行っ

た。本年度は METI-LIS の利用実績のない事業者や地方自治体の紹介による事業者に対し、本ツールの利用を依

頼し、各社におけるリスク評価の際の METI-LIS の有効性について調査を行った。 

 

 

 

実施期間 

 

令和 2 年 8 月 21 日から令和 3 年 3 月 26 日。 
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調査結果 

 

1. 化管法見直しに関する周知活動 

1.1. 広報及び周知 

講習会の目的・開催日程・実施方法・受講方法・問い合わせ先等を記載した開催案内を、野村総合研究所ホー

ムページ（https://www.nri.com/jp/service/mcs/koubo/chemical_substance_management_2020）に掲載

した。経済産業省ホームページには、概要及び野村総合研究所の該当ホームページへのリンクを掲載した。また、

「NITE ケミマガ」（製品評価技術基盤機構）の配信により、周知を図った。 

 

1.2. 受講方法 

本年度は新型コロナウイルス感染症の拡大もあり、従来の対面方式ではなく、特設サイトを設置し、期間限定で講

習動画や資料等を配信するオンライン形式での講習会を実施した。受講者は、野村総合研究所ホームページ上に掲

載した特設サイト（https://www.prtr-sds-r2.go.jp/）の URL にアクセスし、全受講者共通のログイン ID 及びパス

ワードを入力することで、受講期間中はいつでも受講できる方法を取った。なお、事前登録は不要で、無料で受講す

ることができるものとした。受講手順は下記の通りである。 

 

① 特設サイトへのアクセス 

特設サイトの URL へアクセスし、ログイン ID とパスワードを入力する。 

② 動画視聴 

ログイン後、受講したい講座を選択し、セミナー動画を視聴する。 

③ 資料閲覧 

セミナー動画を視聴後、セミナー資料（閲覧用）で内容を補完する。 

④ アンケート回答＋資料ダウンロード 

各講座の動画視聴・資料閲覧後、講座ごとのアンケートに回答し、セミナー資料をダウンロードする。 

※ アンケートへの回答率を向上させるため、アンケートへの回答を資料ダウンロードの必須条件とした。 

 

また、別途問い合わせ窓口（メールアドレス）を設置し、受講者からの問い合わせ受付と、受講サポートを実施した。 

なお、特設サイトの作成等のオンライン講習会の実施業務に関しては、株式会社イーサー（沖縄県）に再委託を

行った。 

 

1.3. 実施内容 

先述の通り、本年度の講習会はオンライン形式で実施した。動画共有プラットフォーム YouTube に、講習会用のコ

ンテンツ動画を限定公開状態でアップロードし、特設サイト経由でのみ閲覧可能とした。講習会では、化管法の見直

し検討状況等、化管法を取り巻く状況について扱った。 

オンラインでの実施であったこと、申込に制限をかけない等ハードルを下げたこと、動画は繰り返し視聴可能であったこ

と等の理由から、動画再生数は昨年度の講習会受講者の数よりも多かった。講習会の実施内容、講習会の講師

及び講演内容等は次の通り。また、参考までに、2019 年度の講習会受講者数も記載した。 

  



 

4 

図表 1 講習会の実施内容 

セミナー名 
化学物質管理 WEB セミナー2020 

―化管法・リスク評価・化管法に基づく SDS･ラベル作成の概要― 

実施期間 
（講座配信期間）2021 年２月５日（金）～２月 26 日（金） 

（質問回答掲載期間）2021 年３月１日（月）～３月 19 日（金） 

実施方法 オンライン（視聴用動画＋資料ダウンロード） 

セミナー内容 

1. 化管法の概要・化管法の見直し概要 

  （経済産業省 化学物質管理課 化学物質リスク評価室） 

2. 化学物質の適正管理とリスク評価 

  （製品評価技術基盤機構 化学物質管理センター リスク管理課） 

3. リスク評価ツールのご紹介 

  （産業環境管理協会 環境管理部門 国際協力・技術センター） 

4. SDS 制度及び GHS 分類ガイダンスを活用した SDS・ラベル作成 

  （SDS 研究会） 

5. GHS 混合物分類判定システムの使用方法について 

  （日本ケミカルデータベース株式会社） 

参加対象 
化管法（見直し状況も含む）について知りたい方 

化学物質のリスク評価について知りたい方 

参加費 無料 

主催 経済産業省 

事務局 株式会社 野村総合研究所 

出典 NRI 作成 
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図表 2 講習会の講師及び講演内容 

No 講師 講演内容 
講習動画の 

所用時間 
再生数 

1 
経済産業省 製造産業局 

化学物質管理課化学物質リスク評価室 

化管法の概要 ７分 29 秒 3,573 回 

化管法見直しの概要 ９分 44 秒 2,118 回 

2 
独立行政法人製品評価技術基盤機構 

化学物質管理センター リスク管理課 
化学物質の適正管理とリスク評価 ３分 33 秒 1,352 回 

3 
一般社団法人 産業環境管理協会 

環境管理部門国際協力・技術センター 
リスク評価ツールのご紹介 ４分 54 秒 1,779 回 

4 SDS 研究会 
SDS 制度及び GHS 分類ガイダンス

を活用した SDS・ラベル作成 
４分 11 秒 1,782 回 

5 日本ケミカルデータベース株式会社 
GHS 混合物分類判定システムの 

使用方法について 
４分 45 秒 1,484 回 

出典 NRI 作成 

 

図表 3 （参考）2019 年度の講習会受講者数 

出典 NRI 作成 

 

 

  

地域 日時 会場 申込者数 受講者数 参加率 

東京 
2020 年２月 12 日 

13 時～17 時 

TKP 御茶ノ水 

カンファレンスセンター 
274 名 221 名 80.7% 

大阪 
2020 年２月 19 日 

13 時～17 時 
大阪コロナホテル 194 名 156 名 80.4% 

合計 468 名 377 名 80.6% 
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1.4. 受講者アンケートの実施及び集計結果 

1.4.1. 実施内容 

講習会では、受講者に対し、オンラインによるアンケート調査を講座ごとに実施し、講習会開催効果を検証した上で、

講習会受講による習熟度合いや国からの情報発信に関する活用状況等について調査分析を行った。実際のアンケ

ート票は、添付資料①「アンケート設問（化学物質管理 WEB セミナー2020）」の通りである。 

 

1.4.2. 回収状況 

アンケートの回収状況は、「化管法の概要・化管法見直しの概要」で 1,845 サンプル、「GHS 混合物分類判定シス

テムの使用方法について」で 1,105 サンプル、「SDS 制度及び GHS 分類ガイダンスを活用した SDS・ラベル作成」で

1,267 サンプル、「化学物質の適正管理とリスク評価」で 1,246 サンプル、「リスク評価ツールのご紹介」で 1,059 サン

プルであった。詳細は、次の通り。 

  

図表 4 講習会アンケートの回収状況 

No 講演内容 再生数 回収数 回答率※ 

1 

化管法の概要 3,573 

1,845 

52% 

化管法見直しの概要 2,118 87% 

2 化学物質の適正管理とリスク評価 1,352 1,105 82% 

3 リスク評価ツールのご紹介 1,779 1,267 71% 

4 
SDS 制度及び GHS 分類ガイダンスを活用した 

SDS・ラベル作成 
1,782 1,246 70% 

5 GHS 混合物分類判定システムの使用方法について 1,484 1,059 71% 

※回収率/再生数 同一の受講者が複数回動画を再生していることも考えられるため、正確な回答率とは異なる。 

出典 アンケート調査より NRI 作成 
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1.4.3. 集計結果 

アンケートへの回答回数（単数回答） 

最初に本講習会の他講座のアンケートへの回答したことがあるかの確認を行った。全回答 6,522 件中、2,260 件は

「初めてアンケートに回答する」と回答しており、2,260 人から合計 6,522 件の回答が送信されており、1 人当たり平均

2.9 講座のアンケートに回答していることが明らかとなった。従って、全員が全講座（5 講座）のアンケートに回答してい

るわけではなく、受講者が自身の興味・関心に応じて受講する講座を選択したと考えられる。 

以降のアンケートの集計で「初回回答者のみの集計」と記載されている場合は、本設問で「初めて回答する」と回答

したもののみを対象に集計を実施した。 

 

図表 5 本講習会の他講座のアンケートへの回答経験 

 

 

 

出典 アンケート調査より NRI 作成 

 

初めて回答する

2,260

他の動画に関するアンケート

に回答したことがある

4,262 n=6,522 
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業種（単数回答、初回回答者のみの集計） 

受講者の業種を見ると、「化学工業」との回答が最も多く、回答者の 40%を占めた。続いて、「機械器具製造業」

が 13%を占める結果であった。（「その他」及び「その他の製造業」を除く） 

 

図表 6 業種 

 

 

 

出典 アンケート調査より NRI 作成 

 

  

化学工業

40%

金属製品製造業

7%

プラスチック製品製造業

5%

機械器具製造業

13%

その他の製造業

16%

商社

6%

製造業、商社以外で

化学物質を取扱う民間企業

4%

情報サービス・

コンサルタント業

2%

官公庁・

地方自治体

3%

大学・

研究機関

0.2%

その他

4%

n=2,260
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業種業態（単数回答、初回回答者のみの集計） 

受講者の業種業態を見ると、「製造事業者（混合物）」との回答が最も多く、回答者の 60%を占めた。続いて、

「製造事業者（純物質）」が 14%を占める結果であった。（「その他」を除く） 

 

図表 7 業種業態 

 

 

 

出典 アンケート調査より NRI 作成 

  

製造事業者

（純物質）

14%

製造事業者

（混合物）

60%

輸入事業者

4%

販売事業者

5%

その他

17%

n=2,260
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企業規模（単数回答、初回回答者のみの集計） 

受講者の企業規模を見ると、「1,001 名以上」との回答が最も多く、回答者の 32%を占めた。続いて、「101 名～

300 名」が 23%を占める結果であった。 

 

図表 8 企業規模 

 

 

 

出典 アンケート調査より NRI 作成 

 

 

  

20名以下

6% 21～50名

9%

51～100名

9%

101名～300名

23%

301名～1,000名

21%

1,001名以上

32%

n=2,260
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化学物質管理業務経験（単数回答、初回回答者のみの集計） 

受講者の化学物質管理業務経験を見ると分散しており、化学物質管理を始めたばかりの方からベテランの方まで、

幅広い層が本講習を受講したことが明らかとなった。 

  

図表 9 受講者の化学物質管理業務の従事年数 

 

 

 

出典 アンケート調査より NRI 作成 

今年から

25%

2～3年目

25%

4～9年目

27%

10年以上

23%

n=2,260
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PRTR 対象物質における排出量等の届出及び SDS ラベル作成の実施有無（単数回答、初回回答者のみの集

計） 

PRTR 対象物質における排出量等の届出の実施有無を見ると、「1. 実施している」との回答が最も多く、回答者

の 57%を占めた。続いて、「2. 実施していない」は 24%を占めており、PRTR 制度対象物質における排出量等の届出

については、受講者の半数程度が実施していることが明らかとなった。 

SDS 対象物質における SDS の提供・ラベル表示の実施有無を見ると、「1. 実施している」との回答が最も多く、回

答者の 69%を占めており、SDS 対象物質における SDS の提供・ラベル表示については、PRTR 対象物質における排

出量の届出と比較して多くの受講者が実施していることが明らかとなった。 

また、昨年度までは企業あたりの参加人数の上限（２名/企業）を設けたが、今年度は設けなかったことから、企

業あたりの参加人数が増加したと考えられる。そのため、来年度以降オンラインで講習会を開催する場合は、今年度

は単に「実施している」としていた選択肢を、「自身が担当者として実施している」「自身とは別の担当者が実施してい

る」と細分化し、実務者がどの程度講習会を受講しているか等の詳細を把握することも検討すべきである。 

 

図表 10 所属企業の PRTR 対象物質における排出量等の届出及び SDS ラベル作成の実施有無 

 

 

出典 アンケート調査より NRI 作成 
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企業規模ごとの PRTR 対象物質における排出量等の届出及び SDS ラベル作成の実施有無（単数回答、初回回

答者のみの集計） 

PRTR 対象物質における排出量等の届出の実施有無及び、SDS ラベル作成の実施有無を企業規模ごとに集計

すると、いずれも大企業は実施している割合が大きいという傾向があった。特に、PRTR 対象物質における排出量等

の届出の実施有無ではその傾向が顕著であり、101 名以上の企業では約 60%の企業が届出を実施していた一方

で、20 名以下の企業では反対に 60%が届出を実施していないということが明らかになった。 

 

図表 11 企業規模ごとの PRTR 対象物質における排出量等の届出及び SDS ラベル作成の実施有無 

 

出典 アンケート調査より NRI 作成 
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PRTR対象物質における排出量等の届出方法（単数回答、PRTR対象物質における排出量等の届出を実施してい

る受講者のうち、初回回答者のみの集計） 

PRTR 対象物質における排出量等の届出については約 50%が電子での届出を実施していたが、書面による届出を

行っている事業者も約 20%と多く存在していた。また、磁気ディスクによる届出は１%（16 名）のみとほとんど利用

されていなかった。不明と回答した約 30%は回答者が届出担当者ではない場合や、他部署や本社へ集約した上で

届出を行っている組織の回答者が選択していた。 

 

図表 12  PRTR 対象物質における排出量等の届出方法 

 

 

 

出典 アンケート調査より NRI 作成 
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PRTR 対象物質における排出量等の届出方法を選択している理由（複数回答、PRTR 対象物質における排出量

等の届出を実施している受講者のうち、初回回答者のみの集計） 

電子による届出を行っている事業者のうち、半数以上の約60%は理由として、「都道府県の窓口に郵送・持参する

必要がなく、手続きが簡単だから」と利便性をその理由に挙げた。書面による届出を行っている事業者のうち約80%

は「毎年同じ方法で届出を行っており、特に不便だと感じていないから」と回答した。また、「社内のシステム・手続き等

の理由から、届出方法を変更できないから。」と回答した回答者も約20%存在した。従って、今後電子による届出を

促進するためには、書面による届出を行っている事業者に、電子による届出の利点を訴求することが重要であると言

える。 

 

図表 13  PRTR 対象物質における排出量等の届出方法を選択している理由 

 

 

 

出典 アンケート調査より NRI 作成 
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PRTR 対象物質における排出量等算出時の用途情報の情報源（複数回答、PRTR 対象物質における排出量等

の届出を実施している受講者のうち、初回回答者のみの集計） 

PRTR 対象物質における排出量等算出時の用途情報としては、SDS シートを活用している受講者が約 600 人と最

も多く、経済産業省・環境省作成のマニュアルを活用している受講者が約 400 人と次いで多かった。 

 

図表 14  PRTR 対象物質における排出量等算出時の用途情報の情報源 

 

出典 アンケート調査より NRI 作成 

 

 

ツール（事業者向けGHS分類ガイダンス、GHS混合物分類判定システム、METI-LIS）の使用経験（単数回答、

初回回答者のみの集計） 

事業者向け GHS 分類ガイダンス及び GHS 混合物分類判定システムについては、使用経験がある、あるいは知っ

ていたと回答した受講者が合計 70%であり、そのうち、「いつも利用する」、「時々利用する」と回答した受講者は、事

業者向けガイドラインでは計約 40%、GHS 混合物分類判定システムでは約 30%と一定数存在した。一方で、

METI-LIS については、「いつも利用する」が約４%、「ときどき利用する」が約６%と、計約 10%に過ぎず、知らなかっ

たと回答した受講者は約 70%であり、普及のためには広報活動が必要であると言える。 

 

図表 15 ツールの使用経験 

  

出典 アンケート調査より NRI 作成 

0 200 400 600 800

材料に添付されているSDSシート

経済産業省・環境省作成のPRTR排出量等算出マニュアル

化学物質データベース

オンライン検索

排出量算出に「用途」に関する情報は使用していない

情報源は不明

その他

n=1,290人

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業者向けGHS分類ガイダンス

GHS混合物分類判定システム

METI-LIS

いつも利用する 時々利用する 知っていたが、利用したことはない 知らなかった

n=1,347

n=1,337

n=1,344



 

17 

GHS 混合物分類システム Web 版について（単数回答、SDS ラベル作成実施者のみ、初回回答者のみの集計、

ただし理由については複数回答） 

GHS 混合物分類判定システム Web 版について、約 70%は「使用したい」と思うと回答しているさらに、「使用したい

と思わない」と回答した約 10%についても、そのうちの約半数は「自社システムを利用しているため」と回答しており、

GHS 混合物分類判定システム Web 版に対する受講者の期待は総じて大きいことが明らかになった。 

 

図表 16  GHS 混合物分類システム Web 版について 

  

 

出典 アンケート調査より NRI 作成 
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SDS・ラベル作成時に参考とするもの（複数回答、SDSラベル作成実施者のみ、初回回答者のみの集計） 

SDS・ラベル作成時に参考とするものとしては、「JISZ7253:2019、JIS Z 7252:2019」との回答が 743 人と最も多く、

続いて、「取引先から提供される SDS 等」が 648 人という結果であった。 

 

 

図表 17 SDS・ラベル作成時に参考とするもの 

 

 

 

出典 アンケート調査より NRI 作成 
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GHS対応SDS・ラベル作成（単数回答、SDSラベル作成実施者のみ、初回回答者のみの集計） 

受講者の GHS 対応 SDS・ラベル作成経験を見ると、「作成したことがある」との回答が最も多く、回答者の約 70%

を占めた。一方で、「作成したことがない」と回答した回答者も約 20%であった。 

 

図表 18 GHS 対応 SDS・ラベル作成 

 

 

 

出典 アンケート調査より NRI 作成 

 

  

ある

69%

外注している

4%

ない

23%

今後実施予定である

4%

n=1,557



 

20 

環境経由リスク評価実施経験（単数回答、初回回答者のみの集計） 

受講者の環境経由リスク評価実施経験を見ると、「実施したことがない」との回答が最も多く、回答者の約 70%を

占めた。なお、「実施したことがある」と回答した受講者は 22%であった。 

 

図表 19 環境経由リスク評価実施経験 

 

 

 

出典 アンケート調査より NRI 作成 
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化管法改正に関する認知度（単数回答、化管法の概要・化管法改正の概要受講者のみの集計） 

化管法の改正については、「よく知っている」あるいは「ある程度知っている」と回答した受講者が合計約70%である

一方で、「全く知らない」と回答した受講者も約30%と一定数存在することが明らかとなった。 

また、その情報の取得先については経済産業省のホームページから情報を得ている企業が最も多く、次いで社内の

専門部署や親会社から情報を得ている企業が多かった。 

 

図表 20 化管法改正に関する認知度 

 

 

  

出典 アンケート調査より NRI 作成 
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本講習会を知った経緯（複数回答、初回回答者のみの集計） 

講習会を知った経緯について見ると、「社内の専門部署や親会社から」との回答が最も多く、1,000人以上の受講

者が回答していた。続いて、多かったのは、経済産業省のホームページ（453人）及び、ケミマガ（332人）であった。 

この結果を昨年度の講習会における同設問の回答結果と比較すると、「社内の専門部署や親会社から」と回答し

た割合が大幅に増加していることがわかる。昨年度までは対面での実施であり、会場の広さ等物理的な制約により

同一企業からの参加を２名までに制限していた。オンラインで講習会を実施した今年度は、そういった制限を行わな

かったため、専門部署等のみではなく、化学物質を取扱う多くの部署への社内での情報共有が促進されたのではな

いかと推察できる。 

 

図表 21 本講習会を知った経緯 

  

出典 アンケート調査よりNRI作成 
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2（あまり満足していない）

1（満足していない）

講習会に関する満足度（単数回答） 

受講者の講習動画及び講習資料に関する満足度を見ると、いずれの講習においても、講習動画・資料ともに「５

（大変満足している）」もしくは「４（やや満足している）」と回答した受講者が過半数を占めており、「１（満足し

ていない）」もしくは「２（やや満足していない）」と回答した受講者は10%程度と、一定の評価を得ることができた。 

講習動画について、「１（満足していない）」もしくは「２（やや満足していない）」と回答した受講者の多くは、そ

の理由として、「動画に音声（ナレーション）がついていなかったこと」を挙げていた。また、講習資料について、「１

（満足していない）」もしくは「２（やや満足していない）」と回答した受講者の多くは、「閲覧用の講習動画が重

く、見づらい（見られなかった）」、あるいは閲覧用資料が掲載されていることに気付かず、閲覧していないため評価

ができないといった理由が多く挙げられた。 

 

図表 22 講習会に関する満足度 

  

出典 アンケート調査より NRI 作成 
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オンライン開催が申し込みに与えた影響（単数回答、初回回答者のみの集計） 

本年度は新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、初めてオンライン形式での講習会を実施した。その影響もあり

受講者が例年よりも大幅に増加したことは先述の通りであるが、全受講者のうち約 80%が今回始めて講習会に参

加した受講者であった。 

また、今年度初めて参加した受講者のうち、約 70%が「オンライン形式のため、参加したいと考えた」もしくは「開催

形式に関わらず参加したが、オンライン形式の方が参加しやすかった」と回答しており、オンライン形式での実施は受講

者層を拡大する上で非常に有意義であったと言える。 

  

図表 23 オンライン開催が申し込みに与えた影響 

  

出典 アンケート調査より NRI 作成 
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オンライン講習会と対面講習会の比較（単数回答、初回回答者のみの集計、ただし、理由については複数回答） 

「オンライン形式の方が望ましい（どちらかというとオンライン形式の方が望ましい）」と回答した受講者は、約 50%

であった。その理由としては、「時間的な拘束がないこと」が最も多く（702 人）、であり、続いて、「自身が関心のあ

る内容のみ視聴することができるから」（302 人）、「遠方から参加可能であるから」（278 人）が多かった。 

一方で、「対面形式の方が望ましい（どちらかというと対面形式の方が望ましい）」と回答した受講者も約 20%と

一定数存在し、その理由として最も多かったのは「一日で集中して受講したいから」（218 人）であった。 

以上より、オンライン方式の方がメリットも大きく、受講者のニーズも満たすことができることが分かったが、対面形式を

望まれる方のニーズをどうやって反映するかについても検討する必要がある。 

 

図表 24 オンライン講習会と対面講習会の比較 

 

  

 

出典 アンケート調査より NRI 作成  
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対面講習会の参加経験の有無別の、オンライン講習会の評価 

対面講習会を受講したことがある受講者が、オンライン講習会をどの様にとらえたかを分析すると、対面講習会の

受講経験のある受講者は、今回初めて参加した受講者よりも「（どちらかというと）対面形式の方が望ましい」と回

答する割合が高くなる傾向が見られた。 

 

図表 25 対面講習会の参加経験の有無別の、オンライン講習会の評価 

  

出典 アンケート調査より NRI 作成  
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1.4.4. アンケート結果を踏まえた講習会に関する考察 

オンライン開催に関する評価 

本年度は新型コロナウイルス感染症の拡大もあり、オンライン形式で講習会の実施を行った。対面講習会の参加

経験の有無によって、多少傾向の違いはあるものの、オンラインでの実施を好意的に受け止める声は多かった。また、

オンライン形式で実施することで、参加人数や所属企業の所在地等の制約なく受講することが可能であったため、大

幅に受講者を増加させ、「化学物質管理法を周知する」という目的に鑑みれば、オンラインでの実施は有意義であっ

たと考えられる。 

 

オンライン開催の方法に関する課題 

先述の通り、オンライン開催に関しては概ね好意的であったものの、「講習動画に音声がほしい」という旨のご意見が

多く寄せられた。本年度は各パートの概要を説明するためのスライドショーを講習動画としたが、音声は入れていなかっ

た。そのため、次年度以降にオンライン形式での開催を行う場合、音声を追加することも一案である。 

講習動画に音声を追加する方法としては、2 つの方法が考えられる。その方法とは、「従来の対面講習会と同様に、

講演を行い、それを収録したものを講習動画として配信する」方法と、「講習動画自体は本年度のように概要説明

のみとするが、音声を加え、よりわかりやすい概要説明動画を配信する」方法である。前者の方法は、情報量としては

充実するが、オンラインで長時間の講習動画を視聴することは受講者にとって大きな負担となる。また情報量が多い

ゆえに受講者自身で情報を取捨選択するコストが大きくなり、それも負担の増加につながる可能性がある。一方で後

者の方法については、今年度の講習動画でも一定の評価を得ていることを鑑みると、望ましい方法と考えられる。 

 

講習会資料の公開方法に関する課題 

本年度の講習会では講習会資料のダウンロードの条件としてアンケート回答を求めた。そのため、アンケートを回答し

ていない受講者は講習会資料をダウンロードできない仕様となっている。一方で、アンケート回答には講習会資料の閲

覧が必要であったことから、「ダウンロード用の講習会資料」とは別に「閲覧のみ可能な講習会資料」を用意し、特設

サイト上に公開した。なお、「閲覧のみ可能な講習会資料」はアンケートを回答する前でも閲覧することは可能である

がダウンロードは出来ない仕様となっている。 

この「閲覧のみ可能な講習会資料」について、資料自体の容量が大きかったこともあり、受講者からは、「閲覧資料

が見づらかった」というご意見が多く寄せられた。また、「資料はアンケート回答後に入手可能なためアンケートでは評価

できない」といった閲覧用資料を見落としていると見られるご意見もあった。 

従って、来年度以降もオンラインでの開催を継続する場合、「閲覧用資料を見やすくする」及び、「特設サイト上での

導線を分かりやすくする」という２点が対応すべき課題である。 

  

アンケートの実施方法について 

今年度は特設サイト上にフォームを作成し、アンケートを実施した。先述の通り、アンケート回答と講習会資料のダウ

ンロードを紐づけたため、講習会の各パート別にアンケートを用意した。 

講習会の各パート別にアンケートの設問は一部変えたものの、基本的な質問事項については重複も多くあった。例え

ば複数講座を受講し、それぞれの講座でアンケートに回答した場合、同一回答者が同じ設問に複数回回答する必

要が生じた。これは、クロス集計を実施するために複数回の回答を求めたものであったが、受講者からは、同じ設問に

繰り返し回答することが負担であった旨のご意見を頂いた。オンラインで実施していることも考慮し、次年度以降はより
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設問を絞り、コンパクトなアンケートの実施を行うとともに、出来る限り回答者の負担を減らす工夫が必要であると考

えられる。 

全員の回答が必須の設問については、無回答のままでは回答を完了できないよう設定を行った。これによって、昨年

のアンケートと比較しても「無回答」の割合を低く抑えることができた。 

アンケートの中には一部、前の設問での回答内容に応じて質問が変化するものもあったが、条件分岐のシステムを

構築していなかったこともあり、回答者にとって導線が分かりにくくなってしまった。これにより、回答者が本来回答不要

であるはずの設問に回答している事例も多数見られた。これらのイレギュラーな回答は除外して分析を行ったが、こうい

った導線のわかりにくさが受講者の負担を増やす一因となっていたと考えられる。次年度以降オンラインで実施する場

合、条件分岐のシステムを構築するか、その他外部のアンケートフォーム等を活用することによって、より回答しやすいア

ンケート環境を構築する必要がある。  
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1.5 その他の周知活動 

周知活動の一環として、講習会実施の他に、化管法の改正に関する広報資料の作成を行った。公表資料の詳細

については、添付資料⑤「化管法及び WEB セミナー2020 案内」を参照。 
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2. PRTR 排出量等算出マニュアルの見直しに向けた調査・検討 

2.1. 調査背景と実施手順 

経済産業省と環境省が共同で作成した「PRTR 排出量等算出マニュアル」の見直しについて、昨年度「令和元年

度化学物質安全対策（化管法の見直しに関する調査）報告書（令和２年 3 月、株式会社野村総合研究

所）」では「業界マニュアルを使用してきたユーザーが、法律の改正に伴い、的確に推計および報告がなされることを担

保するためには、国作成マニュアルの見直しで対応すべき」との方向性が示された。 

上記を踏まえ、本年度の検討では、PRTR 届出データの正確性を向上させ、化学物質管理法の見直しを反映させ

ることを見据え、対象物質見直しに伴い新規で指定される物質（以下「新規対象物質」という。）に関して、どのよ

うな情報をマニュアル上に追加すべきかという点について検討を行った。なお、検討実施時には新規対象物質が定ま

っていなかったため、経済産業省との協議の結果、本年度は「PRTR 排出量等算出マニュアル」の改定を行わず、基

礎的な情報収集及び次年度以降の検討の方向性の提示を行うこととした。調査は以下の①～③の手順で実施し

た。 

 

①「PRTR 排出量等算出マニュアル」において見直しが必要な項目の特定 

経済産業省は「PRTR 排出量等算出マニュアル」をホームページ上で公開している。現行のマニュアルに記載されてい

る情報から、新規対象物質の追加に伴い見直しが必要となる項目のリストアップを行った。 

 

②マニュアルに記載すべき数値の収集元の検討 

「①「PRTR 排出量等算出マニュアル」において見直しが必要な項目の特定」において、特に見直しが必要であること

が判明した項目（物性情報（融点・沸点等））について、情報収集可能な情報源（書籍・データベース等）が存

在するかに関する調査を行った。具体的には、公開情報ベースで、化学物質に関するデータベースや収集されている項

目を確認し、見直すべき項目が記載されているかについて比較検討を実施した。 

 

③更新に必要な情報の収集・整理 

「②マニュアルに記載すべき数値の収集元の検討」を踏まえ、化学物質に関するデータベースである、PubChem 及

び ChemSpider を用いて新規対象物質の物性情報に関する収集を行った。収集した情報については、PubChem に

情報が記載されている場合は PubChem の情報を採用し、PubChem に掲載されていない情報についは

ChemSpider に掲載されている情報を採用した。また、同一のデータベースに複数の異なる値が掲載されている場合

は、出典情報から、１．国際機関であるもの、２．国の機関であるもの、３．その他の順に優先度を設けて掲載を

行った。 

 

2.2. 調査内容 

①「PRTR 排出量等算出マニュアル」において見直しが必要な項目の特定 

新規対象物質の追加に当たって、「PRTR 排出量等算出マニュアル」において見直しが必要な項目を特定するため、

現行マニュアルに記載されている項目を調査したところ、特に見直しが必要な項目は、個別の物性情報について記さ

れている箇所だと判明した。なお、物性情報について記載されている箇所は、図表 26 に示す通り３つの表（「対象

物質物性表」、「物質群構成化学物質の例」、「原材料、資料剤に含まれる主な対象物質」）が該当した。「対象

物質物性表」には主に対象物質の物性情報が、「物質群構成化学物質の例」は物質群として指定されている化学
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物質を列挙しているものであるが、組成式等がともに掲載されていた。また「原材料、資料剤に含まれる主な対象物

質」には物質名とその用途情報が記載されていた。 

 

図表 26 「PRTR 排出量等算出マニュアル」に掲載されている物性情報 

 対象物質 

物性表 

物質群構成 

化学物質の例 

原材料、資料剤に含まれる 

主な対象物質 

CAS ◯ ◯ - 

物質名 ◯ ◯ ◯ 

組成式 ◯ ◯ - 

分子量 ◯ ◯ - 

融点 ◯ - - 

沸点 ◯ - - 

蒸気圧 ◯ - - 

水溶解度 ◯ - - 

オクタノール水分配係数 ◯ - - 

ヘンリー定数 ◯ - - 

比重 ◯ - - 

状態 ◯ - - 

金属等の原子量の合計分子量(M) - ◯ - 

換算係数（M/分子量） - ◯ - 

用途 - - ◯ 

出典 NRI 作成 

 

②マニュアルに記載すべき数値の収集元の検討 

新規対象物質の追加に当たっては、①で調査した項目について情報の拡充が必要であるが、その際に参考とするこ

とができるデータベースについて調査を行った。調査を行った、化学物質に関する書籍・データベースの一覧は以下の通

りである。  
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図表 27 化学物質に関するデータベース一覧 

データベース 提供元 URL 使用料 掲載物質数 

ChemSpider 英国王立化学会 http://www.chemspider.com/AboutUs.aspx  無料 6700 万 

PubChem NIH https://pubchem.ncbi.nlm.nih.gov/  無料 1 億 1144 万 

ChemExper  ChemExper sprl https://www.chemexper.com/  無料 20 万 

ChemIDplus NIH https://chem.nlm.nih.gov/chemidplus/  無料 42 万 

SciFinder アメリカ化学会 https://www.cas.org/products/scifinder 有料 2 億以上 

化学書資料館 日本化学会 https://www.chem-reference.com/index.html  有料 不明だが相当 

J－Global 科学技術振興機構 https://jglobal.jst.go.jp/  無料 約 374 万 

出典 NRI 作成 

 

候補となる情報源のうち、掲載物質数が比較的多く、物性情報が容易に確認可能との観点から PubChem 及び

ChemSpider を物性情報の情報収集源として選定した。なお情報の網羅性については、PubChem には図表 26 に

掲載されている全情報が、ChemSpider には用途以外の情報が掲載されていた。掲載物質数は PubChem の方が

ChemSpider よりも多く掲載されていたが、PubChem に情報が掲載されていない一部の物質については

ChemSpider で記載が確認できたため、PubChem を主たる情報源とし、PubChem に記載されていない情報につい

ては ChemSpider も参照することとした。 

 

③更新に必要な情報の収集・整理 

PubChem 及び ChemSpider を用いて物性情報を収集した。収集状況の詳細は図表 28 の通りである。 

 

図表 28 物性情報（用途除く）の収集状況 

  組成式 分子量 融点 沸点 蒸気圧 水溶解度 
オクタノール 

水分配係数 
ヘンリー定数 比重・密度 

情報収集を行った 

物質の数 
168 168 154 143 150 153 153 139 152 

新規対象物質中の 

収集率 
83% 83% 76% 71% 74% 76% 76% 69% 75% 

出典 NRI 作成 

 

最も収集率が低かったヘンリー定数でも約 70%と、多くの化学物質の物性情報を収集することができた。 

また、化学物質の用途に関する情報については ChemSpider には掲載されておらず、PubChem のみからの収集を

行った所、202物質中158物質の用途に関する記述を収集した。収集した用途情報は和訳した上で整理を行った。 

 

2.3. マニュアル見直しの方向性について 

新規対象物質の追加に伴うマニュアルの見直しの方向性として、新規対象物質の物性情報を追加することが考え

られる。しかし、物性情報について現行のマニュアルを精査した所、書籍やデータベース等様々な情報源から収集して

記載されており、出所が明記されていないことが判明した。そのため、本来であれば、情報源の統一性という観点から

http://www.chemspider.com/AboutUs.aspx
https://pubchem.ncbi.nlm.nih.gov/
https://www.chemexper.com/
https://chem.nlm.nih.gov/chemidplus/
https://www.chem-reference.com/index.html
https://jglobal.jst.go.jp/
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も、出来る限り同一の情報源を参照すべきと考えられるが、現行のマニュアルで既に記載されている化学物質の物性

情報と全く同じ情報源を用いて、物性情報を更新することは困難である。 

この点について、本年度の調査結果から、PubChem 及び ChemSpider を用いることで、網羅的に物性情報を収

集することが可能であることが明らかとなった。従って、来年度以降マニュアルの改訂を行う際は、新規指定物質の物

性情報は、新しい情報源（PubChem、ChemSpider 等）を用いて、現行の指定物質の物性情報の表とは別に

作成することが一案と考えられる。同時に、現行の指定物質に関しても新しい情報源を用いて同様の方法で再度物

性情報を収集することで、情報源の統一を測りつつ、情報を更新することが望ましい。 

用途情報についても、物性情報と同様に現行のマニュアルには出所が明記されていなかったが、PubChem 及び

ChemSpider 等で情報を収集し、収集した情報を和訳することは可能である。しかし、物性情報とは異なり、一部、

収集できない情報が存在した。また、規定の用途分類表に基づいて用途分類がなされているわけではないため、マニ

ュアルで記載されているような、用途ごとにまとめた物質リストを作成することは困難である等の課題がある。そもそも排

出量算出等に用途情報の更新がどこまで必要か不透明であったため、本年度の化学物質管理 WEB セミナー2020

の受講者に対して実施したアンケートを通じて調査を実施したところ、PRTR 対象物質における排出量等算出時に用

いる用途情報の情報源として「経済産業省・環境省作成の PRTR 排出量等算出マニュアルに記載されている、化

学物質の用途に関する情報」を用いていると回答した回答者は 1,290 人中、411 人（約 32%）存在し（アンケー

ト図表 14）、用途情報については一定程度参照されており、更新される方が望ましいことが分かった。 

見直しの方向性についてまとめると、次年度以降は、新規対象物質の確定に伴い、実際にマニュアルを改定する必

要がある。一方で、上記で指摘した通り、情報を拡充する際には活用する情報源の統一化についても検討する必要

がある。ただし、一度に情報源を統一させることは難しいと考えられるため、適切な情報源とは何かについて検討を進

めながら、徐々に情報源の統一化を図っていくことが望ましい。また、近年、化学物質に関する情報の国際調和が求

められている中、情報源の統一化を進める際には GHS 分類で活用されている情報源等、国際的な動向についても

注視する必要がある。 
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3. 化管法の中長期的課題の検討 

化管法の令和元年度の見直しでは、環境での存在状況（ばく露）等の観点から、以下の３区分に分けてばく露

基準が設定された。 

 

①「現行の第一種指定化学物質」については、当該届出排出・移動量、届出外排出量を用いてばく露指標

の評価を行う。 

②「現行の第一種指定化学物質ではない物質のうち、化審法用途のみの物質」については、化審法の届出

情報、化審法の排出係数等を基に算出した排出量推計値によりばく露指標の評価（選定）を行う。 

③「現行の第一種指定化学物質ではない物質のうち、化審法用途以外の用途もある物質」については、引き

続き製造輸入量によりばく露指標の評価（選定）を行う。 

 

上記②について、『特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律に基づく第

一種指定化学物質及び第二種指定化学物質の指定の見直しについて（報告） 令和２年５月1 ででは、「化管

法の物質選定のための適切な排出係数を検討することが必要である。」とされている。 

このことから、本調査では、化管法の中長期的課題の検討として、主に上記②を対象とした、「化管法の物質選定

のための適切な排出係数」に関する検討を行う。 

 

3.1. 現在の化管法物質選定用排出係数の位置づけと内容 

化管法の物質選定において使用されている、ばく露量を算定するための排出係数(化管法物質選定用排出係数)

の位置づけと内容を次にまとめる。 

化管法物質選定用排出係数がライフサイクル全体をカバーするよう、化審法のスクリーニング評価に用いる排出係

数と、少量新規特例・低生産量特例に用いる排出係数を組み合わせて使用している。詳細については、「資料 3-2 

ばく露等の観点からの化管法対象物質の見直しについて2」を参照。 

 

「製造段階」、「調合段階」、「工業的、家庭/業務使用段階」の排出係数については、スクリーニング評価における

排出係数の算出に用いられている、優先評価化学物質のリスク評価における排出係数を使用している。それぞれの

排出係数の算定方法は、「化審法における優先評価化学物質に関するリスク評価の技術ガイダンス Ⅳ 排出量推

計 Ver.2.0/令和 2 年 5 月(以下「技術ガイダンス」という。)」に詳細が記載されている。 

 

「製造段階」の排出係数：技術ガイダンス P139 から引用 

化学物質の「製造段階」については、用途との関係が薄いことから、製造された化学物質の物理化学的性状区

分（蒸気圧、水溶解度）だけに対応して排出係数を設定している。この排出係数の値については、EU-TGD A-

table の値を用いず、図表 IV-82 に沿って PRTR データ及び産業界へのヒアリング調査結果に基づいて我が国の実

態を反映した排出係数を設定した。 

 

  

 
1 薬事・食品衛生審議会 薬事分科会化学物質安全対策部会 PRTR 対象物質調査会 化学物質審議会安全対策部会 化管法物質選定小

委員会 中央環境審議会環境保健部会 PRTR 対象物質等専門委員会 （化管法対象物質見直し合同会合） 

2 https://www.meti.go.jp/shingikai/kagakubusshitsu/anzen_taisaku/kakanho_sentei/pdf/2019_01_03_02.pdf 
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「調合段階」の排出係数：技術ガイダンス P140 から引用 

化学物質の「調合段階」については、調合された調剤の詳細用途と調合される化学物質の物理化学的性状区

分（蒸気圧、水溶解度）に対応して排出係数を設定している。この排出係数の値については、原則として A-

table 排出係数を用いず、図表 IV-82 に沿って PRTR データや産業界データ等の直接的データに基づいた補正と

「下限値」、「準用」及び「換算」によって我が国の実態を反映した排出係数を設定した。 

排出係数の「準用」は、直接的データが得られなかった詳細用途の排出係数を設定するにあたり、A-table 排出

係数をそのまま用いるよりも、用途分類内及び用途分類間における化学物質に係る操作、管理の類似性に基づ

いて排出係数を準用した方が我が国の実態を反映しやすいとの考えに基づいている。(中略) 

「下限値」の設定は、排出が全くない（排出係数=0）ということはあり得ないとの考え方から、図表 IV-96 に示

す 1～3 の 3 種類の下限値を、詳細用途の物理化学的性状区分（大気、水域の最小物性値区分）に設定

した。(中略) 

直接的データが無く、適当な準用が困難な場合における排出係数の設定方法「A-table 排出係数から排出係

数への換算」については、以下の IV.7.4.3 (3)工業的使用段階の項で述べる。 

 

「工業的使用段階」の排出係数：技術ガイダンス P141 から引用 

化学物質の「工業的使用段階」については、図表 IV-82 に沿って A-table 排出係数を土台に PRTR データ等の

直接的データに基づいた補正、「換算」及び「下限値」、さらに操作の類似性に基づく「準用」によって我が国の実態

を反映した排出係数を設定した。なお、工業的使用段階の排出係数の値は、環境媒体別の合計が１を超える

場合があるが、取扱量より排出量が大きくならないように正規化して１を超えない値になるように調整して排出量の

推計に用いている。(中略) 

工業的使用段階（及び調合段階）において PRTR データや産業界データ等の直接的データが無く、適当な準

用が困難な詳細用途の場合は、類似用途グループにおける PRTR データの最大値と加重平均値の比率の幾何平

均値より設定した換算係数を用いて、A-table 排出係数を土台に排出係数を設定した。 

 

「家庭用・業務用での使用段階」の排出係数：技術ガイダンス P142 から引用 

「家庭用・業務用での使用段階」としては、その主たる用途が工業的使用ではない５つの用途（#13, 14, 20, 22, 

47）を設定した。(中略) 

これらの内４つの用途は開放系での使用であり、その排出係数は用途と物理化学的性状データ（蒸気圧、水

溶解度）に応じて、A-table の排出係数と PRTR 届出外排出量推計手法で用いられている排出係数を参考に

して設定した。 

 

 

実際の用途別排出係数への「準用」等の適用状況は、技術ガイダンス P176-P179 にまとめられており、多くの排

出係数で PRTR データ等の活用が図られていることが伺える。 
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図表 29 準用、換算、下限値の適用結果その１ 

出典 化審法における優先評価化学物質に関するリスク評価の技術ガイダンス Ⅳ 排出量推計 Ver.2.0/令和２年５

月 P176 
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図表 30 準用、換算、下限値の適用結果その２ 

出典 化審法における優先評価化学物質に関するリスク評価の技術ガイダンス Ⅳ 排出量推計 Ver.2.0/令和２年

５月 P177 
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図表 31 準用、換算、下限値の適用結果その３ 

出典 審法における優先評価化学物質に関するリスク評価の技術ガイダンス Ⅳ 排出量推計 Ver.2.0/令和２年５月 

P178 
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図表 32 準用、換算、下限値の適用結果その４ 

 

出典  化審法における優先評価化学物質に関するリスク評価の技術ガイダンス Ⅳ 排出量推計 Ver.2.0/令和２年

５月 P179 
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「長期使用製品使用段階」、「廃棄段階」の排出係数については、少量新規特例・低生産量特例に用いる排出

係数が用いられ、それぞれの排出係数の算定方法は、「少量新規化学物質及び低生産量新規化学物質の申出

に係る排出量推計における廃棄段階の扱いについて(案)(廃棄段階における排出係数の算定方法について)(以下

「廃棄段階の扱いについて」という。)」に詳細が記載されている。 

 

「長期使用製品の使用」の排出係数：「廃棄段階の扱いについて」P9 から引用 

「化審法における長期使用製品の使用段階（成形品としての最終製品の使用段階）では、家庭や事業者に

よる使用が想定されている。」「この段階では、一般廃棄物・産業廃棄物処理とリサイクル処理されるものがあること

から、廃棄物の焼却及び埋立並びにリサイクル処理を通じて一般環境中に排出される量を見込む。」とされ、用途

後に想定される長期使用製品の使用について想定されるシナリオに基づき、それぞれの情報源に基づき、排出係

数が設定されている。 

 

「廃棄段階」の排出係数：「廃棄段階の扱いについて」P5-P6 から引用 

ライフサイクルステージごとに環境排出された割合と廃棄された割合を差し引いた割合が次のライフサイクルステージ

に進む。ライフサイクルステージの最後の段階では、環境排出された割合以外はすべて廃棄されるものとする。なお、

中間物や燃料などのように、工業的使用段階において化学反応や燃焼を想定する場合には、上記は適用せず、

環境排出された割合以外はすべて分解したものとみなし、廃棄は想定しない。また、化学物質の製造段階、調合

段階における廃棄物の発生は出荷製品のロスになるため、製造段階及び調合段階においては廃棄物の発生量は

無視できるものとみなす。 

各用途において発生する「廃棄物の種類」（廃油、汚泥、廃プラ等）については、化審法用途別出荷量に基づ

き当該用途の出荷割合が大きな物質を対象に PRTR 届出情報と紐付けて分析することにより、PRTR 届出の最も

多かった「廃棄物の種類」を対応付けることとした。 

廃棄物の処理シナリオとして、焼却、埋立、リサイクルの３種類を想定し、これらの処理割合については「平成 28

年度産業廃棄物排出・処理状況調査」（環境省）及び「平成 28 年度一般廃棄物処理実態調査結果」（環

境省）、「2016 年プラスチック製品の生産・廃棄・再資源化・処理処分の状況マテリアルフロー図」（プラスチック

循環利用協会）に基づいて設定した。 
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図表 33 化管法の物質選定において使用されている、ばく露量を算定するための排出係数(化管法物質選定用排出係数)の位置づけと内容 

 

出典 NRI 作成

検出状況以外の判断基準

環境での存在状況(ばく露)等の観点からの物質選定の考え方

化管法の令和元年度の見直しにおける物質選定の考え方

有害性の観点からの物質選定の考え方

一般環境中での検出状況に基づく判断基準

①

「現行の第一種指定化学物質」

②

「現行の第一種指定化学物質ではない物質のうち、化審法用途のみの物質」

③

「現行の第一種指定化学物質ではない物質のうち、化審法用途以外の用途もある物質」

かけられる数値：化審法届出製造輸入量

ばく露量(排出量)の計算

かける数値：化管法物質選定用排出係数

化審法優先評価化学物質リスク評価用排出係数 化審法新規特例用排出係数

製造段階の排出係数 調合段階の排出係数 工業的使用段階の排出係数 長期使用製品使用段階の排出係数 廃棄段階の排出係数

ライフサイクル全体をカバー

PRTRデータ等： 排出係数の算出に際して用いる排出量は、平成18年度と平成19年度のPRTR届出値を使用、取扱量は、PRTR対象物質の取扱い等に関する調査報告書

(https://www.nite.go.jp/chem/prtr/other_prtr.html)の結果を使用。平成30年度の改正で、平成20年度と平成21年度に実施された取扱量調査と同年のPRTR届出情報が補正するデータとして追加された。

PRTRデータ等と産業界へのヒア

リング調査結果に基づき作成

「下限値」「準用」 「換算」

PRTRデータ等

に基づき作成

直接的データ

A-Table排出係数に

係数を乗じて作成

焼却 埋立 リサイクル

PRTR届出移動量の廃棄物種類毎の

データと廃棄物処理実態調査から作成

シナリオに基づき各

種情報から作成

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律に基づく第一種指定化学物質及び第二種指定化学物質の指定の見直しについて (報告)/令和2年5月から作成

化審法における優先評価化学物質に関するリスク評価の技術ガイダンス Ⅳ 排出量推計 Ver.2.0/令和2年5月から作成

少量新規化学物質及び低生産量新規化学物質の申出に係る排出量

推計における廃棄段階の扱いについて（案）（廃棄段階における排出

係数の算定方法について）から作成

P139 P140 P141

家庭/業務使用段階の排出係数

A-Table排出係数を土台に直

接的データによる補正、「準用」、

「下限値」、「換算」により設定

A-Table排出係数とPRTR届

出外排出量推計で使用され

る排出係数を参考に設定

P142
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3.2. 現在の化管法物質選定用排出係数の課題 

3.2.1. 化管法の物質選定のための適切な排出係数 

「適切な」の定義は難しいところではあるが、仮に平成 13 年度の環境中への排出量の把握、平成 14 年度からの

届出が開始された化管法の蓄積を用いる、という観点であれば、技術ガイダンス P176-P179 に見られるように、化審

法スクリーニング評価用排出係数として検討されている用途別に設定された多くの排出係数でも、化審法新規特例

用排出係数においても、図表 29～図表 32 の青地白抜き文字でまとめた通り、既に化管法(PRTR)の蓄積が活用

されている、と言える。 

 

3.2.2. 化審法と化管法の定義/範囲の違い 

化管法物質選定用排出係数は、化審法届出製造輸入量に乗じるが、先に確認した通り、化管法物質選定用

排出係数の多くで PRTR データ等が使用されており、使用される数値の出所によって、定義や範囲が異なるケースが

出てくることが想定される。 

これについては、技術ガイダンス P56 に「図表 IV-31 PRTR 情報の利用における留意点」としてまとめられている。な

お、技術ガイダンスにおける排出係数は、これらの留意点を踏まえた上で検討が進められている。 

 

図表 34 化審法と化管法の定義/範囲の違い 

出典 「化審法における優先評価化学物質に関するリスク評価の技術ガイダンス Ⅳ 排出量推計 Ver.2.0/令和２年５

月」P56 「図表 IV-31 PRTR 情報の利用における留意点」 
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3.2.3. 企業等における化学物質の排出抑制等に係る取り組みの成果の排出係数への反映 

技術ガイダンス P130 に記載されている通り、補正に使用された PRTR データ等は、平成 18 年度から平成 21 年度

に実施された「PRTR 対象物質の取扱い等に関する調査報告書」のデータと、届出データであり、企業等における化学

物質の排出抑制等に係る取り組みの成果が、排出係数の算定に反映されていない可能性がある。 

 

3.2.4. 排出係数の検証 

ライフサイクル全体をカバーした現在の化管法物質選定用排出係数の確からしさについては、化管法物質選定用

排出係数を用いて算出された対象物質の排出量と、PRTR 届出及び届出外排出量の合計値との比較/検証が必

要となる。各時点で様々な時点で実施されている、と言われているが、報告書等としてまとめられたものはない。 

 

3.3. 今後、検討/調査すべきこと 

課題で整理した 3.2.3 と 3.2.4 について、改めて調査を実施することが考えられるが、3.2.3 において最新の取扱量が

把握され、3.2.4 において、化管法物質選定用排出係数を用いて算出された対象物質の排出量と、PRTR 届出及

び届出外排出量の合計値との比較が行われるのであれば、物質別の排出係数を、ライフサイクルの各段階の積み

上げではなく、ライフサイクル全体をカバーした排出量の全体から直接算出する方法を検討してはどうか。 

 

排出係数は用途毎に用意される必要があり、化管法は用途ではなく、物質毎の届出/集計となるが、既にこれまで

の検討で、PRTR 対象物質の取扱い等に関する調査を用いて、物質を用途に振り分ける作業が行われており(技術

ガイダンス P130 26 行目から 29 行目までを参照)、物質情報から蒸気圧/水溶解度区分に分類することも可能であ

る。一方で、現状で、長期使用製品の使用段階における排出量など、PRTR 届出/届出外排出量の対象外となって

いる排出量もあることを踏まえ、ライフサイクル全体の数値が整っていることを確認した上で、従来、ライフサイクルの段

階別に算出してきた排出係数を、PRTR 届出/届出外排出量の合計から、ライフサイクル全体の数値として算出する

ことも可能になると考えられる。 

なお、化管法の届出情報の使用に当たっては、物質収支、実測、物性値を用いて計算された排出量を対象とし、

ガイダンスや各種マニュアルに掲載されている排出係数を用いて計算された排出量は除外することが求められる。 

この方法の場合、物質別取扱量に関する調査は毎年必要となるが、PRTR 届出/届出外排出量は毎年集計され

ることから、課題 3.2.3.を解決し、課題 3.2.4.について、化管法で推計される排出量と連動した排出係数とすることが

可能となる。 
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図表 35 ライフサイクル全体をカバーした排出量の全体から直接、用途別排出係数を算出する方法の素案 

 

出典 NRI 作成

②

「現行の第一種指定化学物質ではない物質のうち、化審法用途のみの物質」

かけられる数値：化審法届出製造輸入量

ばく露量(排出量)の計算

かける数値：化管法物質選定用排出係数

ライフサイクル全体をカバーした用途別排出係数

PRTRで集計された物質別排出量の合計

÷

「PRTR対象物質の取扱い等に関する調査報告」による物質別取扱量

製造

段階

調合

段階

工業的使

用段階

家庭/業務使用段階 廃棄

段階短期的製品 長期的製品

PRTR届出排出量 〇 〇 〇 - - 〇

PRTR届出外排出量 〇 〇 〇 〇 〇 〇

「物質別」から「用途別蒸気圧区分/水溶解度区分別」の排出量/取扱量に変換

用途別蒸気圧区分別に該当

する物質の排出量を合計

物質別大気への

排出量の合計

物質別水質への

排出量の合計

当該物質を蒸気圧

区分に分類

当該物質を水溶解

度区分に分類

技術ガイダンスP130 26行目

から29行目までの方法を適

用し、化審法届出時の詳細

用途情報を用いて、当該物

質に用途を割り振る

用途別水溶解度区分別に該

当する物質の排出量を合計

用途別蒸気圧区分別に該当

する物質の取扱量を合計

用途別水溶解度区分別に該

当する物質の取扱量を合計

①

②

③

④

① ③

÷② ④

用途別蒸気圧区分別排出係数＝

＝ 用途別水溶解度区分別排出係数

上限値/幾何平均値を算出

用途別大気への排出係数

用途別水質への排出係数

「用途別大気/水質への排出係数の算出

※ライフサイクル全体の数値が整っていることを確認
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4. ツールを活用した化学物質のリスク評価に関する調査 

4.1. 実施内容 

本業務では、リスク評価のためのツール（国が提供しているばく露評価ツール（以下「METI-LIS」という。））の

利用実績のない事業者（利用が少ない場合も含む）（以下「モデル事業者」という。）を対象に、METI-LIS を

活用してもらった。活用後、METI-LIS 調査に関する調査票に取りまとめのうえ、活用結果をモデル事業者からフィ

ードバックしてもらうことにより、各社におけるリスク評価の際の METI-LIS の有効性について調査した。 

なお、本業務は株式会社野村総合研究所による再委託のもと、一般社団法人産業環境管理協会によって実

施された。 

 

4.2. 調査結果 

調査結果の詳細については、添付資料⑥「－リスク評価に関する調査支援業務－調査報告書」を参照。 
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添付資料 

添付資料一覧 

添付資料①「アンケート設問（化学物質管理 WEB セミナー2020）」 

添付資料②「セミナー資料（化学物質管理 WEB セミナー2020）」 

添付資料③「動画用セミナー資料（化学物質管理 WEB セミナー2020）」 

添付資料④「受講者質問・回答一覧（化学物質管理 WEB セミナー2020）」 

添付資料⑤「化管法及び WEB セミナー2020 案内」 

添付資料⑥「－リスク評価に関する調査支援業務－調査報告書」 

  



 

 

 

添付資料 

添付資料①「アンケート設問（化学物質管理 WEB セミナー2020）」 

  



アンケート設問一覧 （化管法物質管理WEBセミナー2020）

法律改正の概要

化学物質の適正

管理とリスク評

価

リスク評価ツー

ルのご紹介

SDS制度及び

GHS分類ガイダ

ンスを活用した

SDS・ラベル作

成

GHS混合物分類

判定システムの

使用方法

1 回答履歴確認用 本年度の本講習会に関するアンケートにご回答いただくのは初めてでしょうか。 - プルダウン 必須 全員 ◯ 質問1 ◯ 質問1 ◯ 質問1 ◯ 質問1 ◯ 質問1 新規

2 ご所属企業が属する業を以下から選択してください。 - プルダウン＋記述欄 必須 全員 ◯ 質問2 ◯ 質問2 ◯ 質問2 ◯ 質問2 ◯ 質問2 継続

3 ご所属企業が属する事業者分類を以下から選択してください。 - プルダウン＋記述欄 必須 全員 ◯ 質問3 ◯ 質問3 ◯ 質問3 ◯ 質問3 ◯ 質問3 継続

4 ご所属先の従業員規模を以下から選択してください。 - プルダウン 必須 全員 ◯ 質問4 ◯ 質問4 ◯ 質問4 ◯ 質問4 ◯ 質問4 継続

5 化学物質の取扱経験 化学物質管理職に携わって何年目ですか。 - プルダウン 必須 全員 ◯ 質問5 ◯ 質問5 ◯ 質問5 ◯ 質問5 ◯ 質問5 継続

6 化管法の対応状況
ご所属先では、以下の届出を実施しています

か。

（１）PRTRによる届け出 ※PRTR対象物質（化管法第一種指定化

学物質）における排出量等の届出

（２）SDSによる情報提供 ※SDS対象物質（化管法第一種指定化学

物質、第二種指定化学物質）におけるSDSの提供・ラベル表示

プルダウン 必須 全員 ◯ 質問6 ◯ 質問6 ◯ 質問6 ◯ 質問6 ◯ 質問6 継続

7
 PRTRによる届出について、いずれの方法で届出

を行っていますか。
- プルダウン -

初回（ただし問６（２）でPRTR届出を実施

していると回答した場合）
◯ 質問7 ◯ 質問7 ◯ 質問7 ◯ 質問7 ◯ 質問7 継続

8
PRTRによる届出について、なぜご回答頂いた届

出方法を選ばれていますか。(複数選択可)
- チェックボックス＋記述欄 -

初回（ただし問６（２）でPRTR届出を実施

していると回答した場合）
◯ 質問8 ◯ 質問8 ◯ 質問8 ◯ 質問8 ◯ 質問8 継続

9
排出量等を算出する際に必要となる物質の「用

途」の情報として参照している情報源として、

どの情報を用いていますか。(複数選択可)

- チェックボックス＋記述欄 -
初回（ただし問６（２）でPRTR届出を実施

していると回答した場合）
◯ 質問9 ◯ 質問9 ◯ 質問9 ◯ 質問9 ◯ 質問9 新規

10
これまでにGHS対応のSDSやラベルを作成した

ことはありますか。
- プルダウン -

初回（ただし問６（２）でSDS情報提供を

実施していると回答した場合）
◯ 質問10 ◯ 質問10 ◯ 質問10 ◯ 質問10 ◯ 質問10 継続

11

「事業者向けGHS分類ガイダンス」、「GHS混

合物分類判定システム」及び「METI-LIS」の利

用状況について、それぞれお答えください。

（１）事業者向けGHS分類ガイダンス

（２）GHS混合物分類判定システム

（３）METI-LIS

チェックボックス -
初回（ただし問６（２）でSDS情報提供を

実施していると回答した場合）
◯ 質問11 ◯ 質問11 ◯ 質問11 ◯ 質問11 ◯ 質問11 継続

12
GHS混合物分類判定システムについてWeb版が

公開された後、利用したいと思いますか。
プルダウン -

初回（ただし問６（２）でSDS情報提供を

実施していると回答した場合）
◯ 質問12 ◯ 質問12 ◯ 質問12 ◯ 質問12 ◯ 質問12 新規

13
（「思わない」と回答された方）利用しない理

由を教えてください。
プルダウン＋記述欄 -

初回（ただし問６（２）でSDS情報提供を

実施していると回答した場合）
◯ 質問13 ◯ 質問13 ◯ 質問13 ◯ 質問13 ◯ 質問13 新規

14
GHS対応のSDS・ラベルを作成する際、参考に

するものは何ですか。(複数選択可)
- チェックボックス＋記述欄 -

初回（ただし問６（２）でSDS情報提供を

実施していると回答した場合）
◯ 質問14 ◯ 質問14 ◯ 質問14 ◯ 質問14 ◯ 質問14 継続

15 リスク評価の実施状況
これまでに環境経由リスク評価を実施したこと

はありますか。
- プルダウン - 初回 ◯ 質問15 ◯ 質問15 ◯ 質問15 ◯ 質問15 ◯ 質問15 継続

16
今回の化管法改正により対象物質が変更となる

ことについて内容を知っていますか。
- プルダウン 必須 全員 ◯ 質問16 新規

17
化管法の改正について、どのようにしてお知り

になりましたか。(複数選択可)
- チェックボックス＋記述欄 必須 全員 ◯ 質問17 継続

18 講習の申し込み経緯
本講習をどのようにしてお知りになりました

か。(複数選択可)
- チェックボックス＋記述欄 必須 全員 ◯ 質問18 ◯ 質問16 ◯ 質問16 ◯ 質問16 ◯ 質問16 継続

19 満足度
ご視聴いただいた講座及び、資料に関する満足

度について、お答えください。

（１）講習動画について(5段階評価)

（２） 講習資料について(5段階評価)
プルダウン＋記述 必須 全員 ◯ 質問19 ◯ 質問17 ◯ 質問17 ◯ 質問17 ◯ 質問17 継続

20

本年度は化学物質管理セミナーキャラバンをオ

ンラインで実施いたしましたが、対面形式での

講習会には参加されたことはありますでしょう

か。

- プルダウン 必須 全員 ◯ 質問20 ◯ 質問18 ◯ 質問18 ◯ 質問18 ◯ 質問18 新規

21

習会の実施形式（オンライン/対面）についてお

聞かせください。

※新型コロナウイルスの感染拡大がなく、対面

形式での実施が可能と仮定した上でご回答くだ

さい。

（１）「質問20」で「今回初めて参加した」と回答した場合

（２）「質問20」で「昨年度以前に、対面形式での講習会に参加し

たことがある」と回答した場合

（３）「質問.21-2」で「オンライン形式の方が望ましい」もしくは

「どちらかというとオンライン形式の方が望ましい」と回答した場

合（複数選択可）

（４）「質問.21-2」で「対面形式の方が望ましい」もしくは「どち

らかというと対面形式の方が望ましい」と回答した場合（複数選択

可）

（１）プルダウン＋記述

（２）プルダウン

（３）チェックボックス＋記述

（４）チェックボックス＋記述

- 全員 ◯ 質問21 ◯ 質問19 ◯ 質問19 ◯ 質問19 ◯ 質問19 新規

22 自由意見 その他ご意見があればご記入ください - 記述 - 全員 ◯ 質問22 ◯ 質問20 ◯ 質問20 ◯ 質問20 ◯ 質問20 継続

回答者に関する

基本情報
所属企業

オンラインセミナーの満

足度

受講講座別の質問リスト

セミナーに関す

る質問事項

PRTR届出方法

現行化管法の対

応状況

SDSのGHS対応状況

化管法見直しの認知及び

対応状況

見直し後化管法

の対応状況

回答方法 新旧分類No 概要 質問内容 小問 回答対象者回答必須処理の有無



アンケート設問選択肢一覧 （化管法物質管理WEBセミナー2020）

質問内容 小問 選択肢
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1
本年度の本講習会に関するアン

ケートにご回答いただくのは初め

てでしょうか。

- 初めて回答する
他の動画に関するア

ンケートに回答済み
- - - - - - - - - -

2
ご所属企業が属する業を以下から

選択してください。
- 化学工業 金属製品製造業

プラスチック製品製

造業

機械器具製造業（輸

送用、一般、電気、

精密、医療用）

その他の製造業（具

体的に下記のテキス

トに記載してくださ

い）

商社

製造業、商社以外で

化学物質を取り扱う

民間企業（電気、ガ

ス業等）

情報サービス・コン

サルタント業
官公庁・地方自治体 大学・研究機関

その他（具体的に下

記のテキストに記載

してください）

-

3
ご所属企業が属する事業者分類を

以下から選択してください。
-

製造事業者（純物

質）

製造事業者（混合

物）
輸入事業者 販売事業者

その他（具体的に下

記のテキストに記載

してください）

- - - - - - -

4
ご所属先の従業員規模を以下から

選択してください。
- 20名以下 21～50名 51～100名 101～301名 1,001名以上 - - - - - - -

5
化学物質管理職に携わって何年目

ですか。
- 今年から ２～３年目 ４～９年目 10年以上 - - - - - - - -

6
ご所属先では、以下の届出を実施

していますか。
全小問共通 実施している 実施していない わからない - - - - - - - - -

7
 PRTRによる届出について、いず

れの方法で届出を行っています

か。

- 電子による届出
磁気ディスク（CD-R

等）による届出
書面による届出 不明 - - - - - - - -

8
PRTRによる届出について、なぜ

ご回答頂いた届出方法を選ばれて

いますか。(複数選択可)

-

他の届出方法がある

ことを知らなかっ

た。

毎年同じ方法で届出

を行っており、特に

不便だと感じていな

いから。

社内のシステム・手

続き等の理由から、

届出方法を変更でき

ないから。

（電子による届出の

場合）都道府県等の

窓口に郵送・持参す

る必要がなく、手続

きが簡単だから。

（磁気ディスクもし

くは書面の場合）電

子による届出の手続

きが難しく、変更で

きないから。

その他（具体的に下

記のテキストに記載

してください）

- - - - - -

9

排出量等を算出する際に必要とな

る物質の「用途」の情報として参

照している情報源として、どの情

報を用いていますか。(複数選択

可)

-
材料に添付されてい

るSDSシート

経済産業省・環境省

作成のPRTR排出量

等算出マニュアルに

記載されている、化

学物質の用途に関す

る情報

化学物質データベー

ス
オンライン検索

排出量算出に「用

途」に関する情報は

使用していない

情報源は不明

その他（具体的に下

記のテキストに記載

してください）

- - - - -

10
これまでにGHS対応のSDSやラベ

ルを作成したことはありますか。
- ある 今後実施予定である 外注している ない - - - - - - - -

（１）事業者向

けGHS分類ガイ

ダンス

事業者向けGHS分類

ガイダンスをいつも

利用する

事業者向けGHS分類

ガイダンスをときど

き利用する

事業者向けGHS分類

ガイダンスを知って

いたが、利用したこ

とはない

事業者向けGHS分類

ガイダンスを知らな

かった

- - - - - - - -

（２）GHS混合

物分類判定シス

テム

GHS混合物分類判定

システムをいつも利

用する

GHS混合物分類判定

システムをときどき

利用する

GHS混合物分類判定

システムを知ってい

たが、利用したこと

はない

GHS混合物分類判定

システムを知らな

かった

- - - - - - - -

（３）METI-LIS
METI-LISをいつも利

用する

METI-LISをときどき

利用する

METI-LISを知ってい

たが、利用したこと

はない

METI-LISを知らな

かった
- - - - - - - -

12
GHS混合物分類判定システムにつ

いてWeb版が公開された後、利用

したいと思いますか。

- 思う 思わない 不明 - - - - - - - - -

13
（「思わない」と回答された方）

利用しない理由を教えてくださ

い。

-
セキュリティが懸念

されるため

自社システムが存在

するため
利用する機会がない

その他（具体的に下

記のテキストに記載

してください）

- - - - - - - -

14
GHS対応のSDS・ラベルを作成す

る際、参考にするものは何です

か。(複数選択可)

-
JISZ7253:2019、JIS

Z 7252:2019

事業者向けGHS分類

ガイダンス

GHS混合物分類判定

システム
国連GHS文書

化管法、安衛法、毒

劇法に関連するパン

フレット

経済産業省ホーム

ページ

職場の安全サイト

GHS対応モデル

SDS・ラベル

業界団体等が整備し

ているガイドライン

やツール

社内で整備している

作成手順書等

取引先から提供され

るSDS等

その他（具体的に下

記のテキストに記載

してください）

外注しているため分

からない

15
これまでに環境経由リスク評価を

実施したことはありますか。
- ある 今後実施予定である 外注している ない - - - - - - - -

16
今回の化管法改正により対象物質

が変更となることについて内容を

知っていますか。

- よく知っている ある程度知っている 全く知らない - - - - - - - - -

17
化管法の改正について、どのよう

にしてお知りになりましたか。(複

数選択可)

-
経済産業省ホーム

ページ
その他ホームページ

ケミマガ（製品評価

技術基盤機構のメー

ルマガジン）

その他メールマガジ

ン
ダイレクトメール

社内の専門部署や親

会社から
同業他社から

その他（具体的に下

記のテキストに記載

してください）

- - - -

18
本講習をどのようにしてお知りに

なりましたか。(複数選択可)
-

経済産業省ホーム

ページ

野村総合研究所の

ホームページ
その他ホームページ

ケミマガ（製品評価

技術基盤機構のメー

ルマガジン）

その他メールマガジ

ン
ダイレクトメール

社内の専門部署や親

会社から
同業他社から

その他（具体的に下

記のテキストに記載

してください）

- - -

19
ご視聴いただいた講座及び、資料

に関する満足度について、お答え

ください。

全小問共通
５（大変満足してい

る）

４（やや満足してい

る）

３（どちらでもな

い）

２（あまり満足して

いない）

１（満足していな

い）
- - - - - - -

20

本年度は化学物質管理セミナー

キャラバンをオンラインで実施い

たしましたが、対面形式での講習

会には参加されたことはあります

でしょうか。

- 今回初めて参加した

昨年度以前に、対面

形式での講習会に参

加したことがある

- - - - - - - - - -

（１）「質問

20」で「今回初

めて参加した」

と回答した場合

オンライン形式のた

め、参加したいと考

えた

開催形式に関わらず

参加したが、オンラ

イン形式の方が参加

しやすかった

開催形式に関わらず

参加した

可能であれば、対面

形式の講習会に参加

したかった

その他（具体的に下

記のテキストに記載

してください）

- - - - - - -

（２）「質問

20」で「昨年度

以前に、対面形

式での講習会に

参加したことが

ある」と回答し

た場合

オンライン形式の方

が望ましい

どちらかというとオ

ンライン形式の方が

望ましい

開催形式にはこだわ

らない

どちらかというと対

面形式の方が望まし

い

対面形式の方が望ま

しい
- - - - - - -

（３）「質

問.21-2」で「オ

ンライン形式の

方が望ましい」

もしくは「どち

らかというとオ

ンライン形式の

方が望ましい」

と回答した場合

時間的な拘束がな

く、自由な時間に視

聴することができる

から

自身が関心がある内

容のみ選択・視聴す

ることができるから

従来の開催地（東

京・大阪）が遠いた

め、出席することが

難しいから

対面形式よりも気軽

に申し込むことがで

きるから

その他（具体的に下

記のテキストに記載

してください）

- - - - - - -

（４）質問.21-4

「質問.21-2」で

「対面形式の方

が望ましい」も

しくは「どちら

かというと対面

形式の方が望ま

しい」と回答し

た場合

一日で集中して受講

したいから

講師に直接質問を行

いたいから

その他（具体的に下

記のテキストに記載

してください）

- - - - - - - - -

22
その他ご意見があればご記入くだ

さい
- - - - - - - - - - - - -

21

11

「事業者向けGHS分類ガイダン

ス」、「GHS混合物分類判定シス

テム」及び「METI-LIS」の利用

状況について、それぞれお答えく

ださい。

習会の実施形式（オンライン/対

面）についてお聞かせください。

※新型コロナウイルスの感染拡大

がなく、対面形式での実施が可能

と仮定した上でご回答ください。
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添付資料④「受講者質問・回答一覧（化学物質管理 WEB セミナー2020）」 

 



化学物質管理WEBセミナー2020 受講者質問・回答一覧

No. セミナー名 質問内容 質問受付日時 ご回答

1 化管法の概要・化管法見直しの概要 PRTRと化審法の違いを簡単に教えていただきたいです。 2021/2/16 23:56

化審法は、「人の健康を損なうおそれ又は動植物の生息・生育に支障を及ぼすおそれがある化

学物質による環境の汚染を防止すること」を目的として、化学物質の製造・輸入段階において

国が化学物質の性状等を審査する許認可等の制度です。他方で、化管法のPRTR制度は、「事

業者による化学物質の自主的管理の改善を促進し、環境の保全上の支障を未然に防止するこ

と」を目的として、化学物質の環境中への排出量や廃棄物に含まれての移動量を事業者自らが

把握して国に報告することを義務づけている制度です。

2 化管法の概要・化管法見直しの概要
PRTR対象物質の使用量の集計を社内で行う際に、対象となる部門は限定されますか。例えば、製造部門の使用量

はカウントするが、研究・開発部門の使用量はカウントしない等。
2021/2/5 3:30 PRTRにおける届出は部門毎ではなく事業所毎に判断されます。

3 化管法の概要・化管法見直しの概要
SDSの対象製品から一般消費者製品を除外しているのは、そもそも一般消費製品に化管法対象化学物質（第1種、

第2種）が含まれる可能性が低い（他の法律で規制？）からという認識でよいでしょうか。
2021/2/12 0:48

化管法では事業者による自主的な管理の改善を促進し、環境の保全上の支障を未然に防止する

ことを目的としております。したがって、一般消費者製品の製造や加工等を行う事業者間の取

引についてSDSの交付対象としており、一般消費者への交付は対象としていません。

4 化管法の概要・化管法見直しの概要

スライドのp57にSDSの提供方法があり、文書以外の交付方法では、相手の承諾が必要と書かれています。昨今、

デジタル化が進んでおり、紙でSDSを配布しているところは少ないと思います。受け取る側も管理しやすいデジ

タルを欲しているので、事前に相手の承諾を得なくても光ディスクやFAX、電子メールの送信、さらには、QR

コードの読み取りやインターネットでの配信を可能にしていただきたい。 労働安全衛生法の検討会では、すで

にこのような議論が進んでいるようですが、化管法には同様の動きはないのでしょうか。

2021/2/15 0:57
デジタル化を含め現状に即した形式にてSDSの提供が可能となるように関係省庁と連携しつつ

見直しを行う予定です。

5 化管法の概要・化管法見直しの概要
10年での見直しというのは適当なのか。10年で見直す理由を知りたいです。

また、10年見なおさなかった理由も知りたい。今後も10年毎に見直しをするのか。見直しについてどのような考

え方を持っているのか。

2021/2/15 1:58

化管法における見直しの期間については定められてはおりません。

今回は、第55回規制改革会議（平成27年12月開催）における報告や第五次環境基本計画（平

成30年4月17日閣議決定）において化学物質の管理等に関する取組について提言されたこと等

を踏まえて、見直しを行っております。今後の見直しにつきましては具体的な時期は現段階で

は決まっておりませんが、化管法の趣旨に従い、今後も管理すべき適切な化学物質を対象とし

て参りたいと考えております。
6 化管法の概要・化管法見直しの概要 改正 化管法の公布の予定は、パブコメでは「2021年1月中」となっていましたが、いつ頃になりそうですか。 2021/2/8 8:36

7 化管法の概要・化管法見直しの概要
アセトニトリルが第一種特定化学物質から外れるようで、注視しております。次回改定の予定時期等スケジュー

ルをお聞かせください。
2021/2/10 2:58

8 化管法の概要・化管法見直しの概要
化管法見直しの概要の資料17ページにスケジュール（対応状況）の記載がありますが、具体的なスケジュールに

ついて一切記載がありません。現時点のスケジュールの見込みについて具体的に教えていただきたい。例えば、

「政令公布は令和○年○月以降見込み」や「政令施行は○年○月見込み」といった形でお示し願いたい。

2021/2/17 5:21

9 化管法の概要・化管法見直しの概要
PRTR法の改正は今年は無いと思っていますが、具体的に何年頃になる見込みか御案内頂きたいです。

また追加候補の情報は見ることが出来ましたが、実際に追加される物質数は決まっていても、具体的にどの物質

が追加されるかは確定しているのでしょうか。

2021/2/8 6:20

10 化管法の改正施行日と改正に伴うSDS発行日は同日と云う認識でよろしいでしょうか。 ご認識のとおりです。

11 化管法の概要・化管法見直しの概要 予定の516物質のリストはいつどこで公開されるのでしょうか。 2021/2/5 3:05

改正法令に関連する個別物質に関して複数のご質問を頂戴いたしました。

パブリックコメントにおいても同様のご質問をいただいているものもございます。

現在精査しているところですので調いましたら、パブリックコメントや化管法のホームページ

からご回答をお示ししたいと思います。

改正後の対象物質リストにつきましても調いましたら、当省化管法のホームページ等からお示

ししたいと思います。

12 TBT通報はされてるのでしょうか。
PRTR及びSDS制度ともに「強制規格」にも「適合性手続き」にも該当しないため、TBT通報

は不要と判断しています。

13 化管法の概要・化管法見直しの概要
PRTR法第一指定化学物質見直し案のパブリックコメント審議中の件は、何時終了し、物質確定(公表）は何時に

なるのでしょうか。
2021/2/16 5:47

14 化管法の概要・化管法見直しの概要 PRTR対象物質が追加されますが施行日はいつですか。 2021/2/15 2:19

15 改正後の対象物質リストはどこに掲載されていますか。

16 化管法の概要・化管法見直しの概要
現在、システムを導入してPRTR法対象物質の管理を行っていますが、対象物質の見直しに合わせてシステムの改

修を行う必要が有ると考えています。システム改修を計画するため、PRTR法対象物質が見直しされ、変更後の届

出がいつから必要になるのかは、何時頃明らかになるのか、教えてください。

2021/2/9 0:48

17 化管法の概要・化管法見直しの概要

今般、化管法が改正されるようですが、施行日の予定は2022年4月1日となっています。新たに化管法に該当する

物質を含む製品については、SDSを作成し直さなければなりませんが、法律が公布されたらすぐにSDSの改訂作

業を行って、顧客へ提供してもよいのでしょうか。その場合SDSの改訂日は施行日の前になります。あるいは、

施行日以降でないと新しいSDSを発行してはいけないのでしょうか。また、その場合は施行からどのくらいの期

間内であれば新SDSの提供は猶予されるのでしょうか。

2021/2/15 1:17

改正された政令公布時に対象物質の名称が確定するため、リスト公表から施行までの間に十分

な期間を設けることを予定しております。その間、改正後の対象物質に対応したSDSを積極的

に提供していただくよう事業者の皆様にセミナー等を通じ周知していく予定です。その際の具

体的な記載方法につきましては本セミナーの参考資料として紹介させていただきました「SDS

作成ガイド」の22ページをご参照ください。

18 化管法の概要・化管法見直しの概要
一気に対象物質が増えるが、SDSやラベルの改定作業は、サプライチェーンの川上から順に伝達されるので、川

中、川下の対応しなければいけないﾒｰｶｰでは、改定完了時期が指定の時期に追いつかない恐れがあります。如何

対応すべきでしょうか。

2021/2/8 0:44

これまでの検討や昨年12月4日～1月4日に実施した改正政令案に対するパブリックコメントに

おいて頂戴したご意見等を踏まえ、施行までの準備期間を十分取る必要があると認識しており

ます。

また、対象物質の名称も政令として公布されますので、政令公布から施行までの間に十分な期

間を設けることを予定しております。その間に、改正後の対象物質に対応したSDSを積極的に

提供していただければと考えております。

その際の具体的な記載方法につきましては本セミナーの参考資料として紹介させていただきま

した「SDS作成ガイド」の22ページをご参照ください。

19
本改正に伴うSDSの改訂で、施行日以前に改訂したSDSを発行しても良いのでしょうか。良い場合は何か注意点

はありますでしょうか。

これまでの検討や昨年12月4日～1月4日に実施した改正政令案に対するパブリックコメントに

おいて頂戴したご意見等を踏まえ、施行までの準備期間を十分取る必要があると認識しており

ます。

また、対象物質の名称も政令として公布されますので、政令公布から施行までの間に十分な期

間を設けることを予定しております。その間に、改正後の対象物質に対応したSDSを積極的に

提供していただければと考えております。

その際の具体的な記載方法につきましては本セミナーの参考資料として紹介させていただきま

した「SDS作成ガイド」の22ページをご参照ください。

20 化管法の概要・化管法見直しの概要

あるメーカーの化学物質のSDS15項に、PRTR法の第一種指定化学物質を含有している旨の記述があるものの、具

体的な物質名と含有量が企業秘密として開示されていない場合があります。この化学物質が、第一種指定化学物

質が1質量％以上含有している液状の密封されていない状態で取り扱われる原料の場合、メーカーに対してPRTR

法より具体的物質名と含有量を開示させる事は可能でしょうか。

2021/2/9 1:08

SDSに記載する指定化学物質の名称は、政令名称で記載することとなっています。また、含有

率等のその他の必須記載事項についても、記載を省略することはできません。

ただし、指定化学物質の名称や含有率等を記載した上で相手方と秘密保持契約を結ぶことまで

を妨げるものではありません。

21 化管法の概要・化管法見直しの概要

ある大手化学メーカーの原料成分に、１％未満のPRTR法の第一種指定化学物質が含まれている事が明らかである

ものの、物質名、含有量が非開示となっている場合があります。その原料のSDS15項には、PRTR法の第一種指定

化学物質についての記述はありません。その場合、１％未満という非開示要件から、物質名、含有量を問いただ

す事は出来ないのでしょうか。

2021/2/9 5:12
当該製品が含有する第１種指定化学物質あるいは第２種指定化学物質が１％（特定第１種の場

合は0.1%）未満の場合はPRTR届出、SDSの交付・ラベル表示の対象とはなりません。

22 化管法の概要・化管法見直しの概要

規制物質である「ポリ塩化直鎖パラフィン（炭素数が10から13までのもの及びその混合物に限る。）」、「ポリ

塩化直鎖パラフィン（炭素数が14から17までのもの及びその混合物に限る。）」について、それぞれポリの定義

は何か。

化審法の第1種特定化学物質の「ポリ塩化直鎖パラフィン（炭素数が十から十三）」については、「塩素の含有量

が全重量の四十八％を超えるものに限る。」とされている。

2021/2/17 7:25

23 化管法の概要・化管法見直しの概要

新規規制物質の中に、～の混合物という定義のものがいくつかある。

（例）スピノシンAとスピノシンDの混合物

   ２，４，４ʷトリメチルペンター１ʷエン及び２，４，４ʷトリメチルペンター２ʷエンの混合物

   など

これらについては、あくまで混合物が対象であって、スピノシンA（及び２，４，４ʷトリメチルペンター１ʷエ

ン）単体、スピノシンD（及び２，４，４ʷトリメチルペンター２ʷエン）単体の場合は、非該当と考えてよい

か。

2021/2/17 7:26

24 化管法の概要・化管法見直しの概要
規制物質のアルキル＝スルファート及びその水溶性塩（アルキル基の炭素数が８から１８までのもの及びその混

合物に限る。）について、対象は「モノアルキルスルファート」のみか。「ジアルキルスルファート」、「トリ

アルキルスルファート」は対象外と考えてよいでしょうか。

2021/2/17 7:27

25 化管法の概要・化管法見直しの概要
第1種に収載予定のペルフルオロオクタン酸（別名PFOA）及びその塩とは、CAS RN 335-67-1 （直鎖 ペルフル

オロオクタン酸）とそこから派生する塩類と解釈してよいでしょうか。もしくは分枝型のペルフルオロオクタン

酸とその塩類も含めて該当すると解釈すべきでしょうか。

2021/2/17 7:29

26 化管法の概要・化管法見直しの概要
追加収載予定のノナン（その他ヘプタン、オクタンなど）とは、ノルマル体のみではなく、とり得るすべての構

造異性体も対象と解釈すべきでしょうか。
2021/2/17 7:31

27 化管法の概要・化管法見直しの概要 第1種277の炭化ケイ素はいわゆるCAS®No.409-21-2と判断して問題ないでしょうか。 2021/2/17 7:32

28 化管法の概要・化管法見直しの概要
第2種69のデカヒドロナフタレンのCis、Transの扱いはどのようにするのでしょうか。包括として考えてもよいで

しょうか。
2021/2/17 7:33

29 化管法の概要・化管法見直しの概要
当初の予定から、公布がかなり遅れており、3月中に実施すべき業務がかなり押し迫ってますので、公開にあたっ

ては、物質名だけではなく、せめて、例示CAS番号付でお願いしたいです。パブコメとの差異物質名を明示いた

だければ、更に混乱も少なくなると期待できます。

事業者の皆様がPRTR制度に基づく届出やSDS制度に基づく情報の提供等を適切に実施できる

よう、関係省庁及び関係機関を連携しながら、関連する情報をご提示することを考えておりま

す。調いましたらご案内いたします。
30 SDS制度及びGHS分類ガイダンスを活用したSDS・ラベル作成 対象物質の分類と表示については、JIS Z7252: 2019およびJIS Z7253: 2019に従うことでよろしいでしょうか。 2021/2/5 2:24 そのご認識となります。

改正法令に関連する個別物質に関しても複数のご質問を頂戴いたしました。

パブリックコメントにおいても同様のご質問をいただいているものもございます。

現在精査しているところですので調いましたら、パブリックコメントや化管法のホームページ

からご回答をお示ししたいと思います。

昨年12月4日～1月4日に実施した改正政令案に対するパブリックコメントに対して、多数のご

意見を頂戴いたしており、現在も精査中です。

これまでの検討や頂戴したご意見等を踏まえ、施行までの準備期間を十分取る必要があると認

識しており、パブリックコメントにてお示ししていましたスケジュールにつきましては再度調

整しております。

スケジュールが決まりましたら、別途ご案内させていただきます。

昨年１２月４日～１月４日に実施した改正政令案に対するパブリックコメントに対して、多数

のご意見を頂戴いたしており、現在も精査中です。

これまでの検討や頂戴したご意見等を踏まえ、施行までの準備期間を十分取る必要があると認

識しており、パブリックコメントにてお示ししていましたスケジュールにつきましては再度調

整しております。

スケジュールが決まりましたら、別途ご案内させていただきます。

改正後の対象物質リストにつきましても、パブリックコメントの精査後に調いましたら、当省

化管法のホームページからお示ししたいと思います。



No. セミナー名 質問内容 質問受付日時 ご回答

31 SDS制度及びGHS分類ガイダンスを活用したSDS・ラベル作成

事業者向けGHS分類ガイダンスについて質問です。

「H25改訂版（Ver.1.1） 1-2（2）GHSの適用範囲外」において、GHSを適用しないものとして「②医薬品、食

品添加物、化粧品など意図的に摂取・ばく露するもの、食物中の残留農薬等」という記載がありました。

しかし「R1改訂版（Ver.2.0） 1.2.3適用範囲外」においては、Ver.1.1で示されていた②の内容が削除されていま

す。どういう意図でしょうか。制度が変更されたのでしょうか。

2021/2/11 4:31
医薬品、食品添加物、化粧品などは、製品としては薬機法や食品衛生法などで管理されていま

す（GHS分類を適用しません）。しかし、それらに含まれる成分（原体）は、化学物質とし

てGHS分類を適用するためです。

32 SDS制度及びGHS分類ガイダンスを活用したSDS・ラベル作成
化学品を扱う商社（輸出入もあり）ですが、ユーザーへのSDSの提供義務はわかりますが、自社における保管義

務はあるのでしょうか。
2021/2/12 5:20

SDS（情報）提供（交付）の義務であり、保管は義務ではありませんが、記載内容の速やかな

修正を行うなどの場合に備え、保管することは望ましいと考えられます。

33 SDS制度及びGHS分類ガイダンスを活用したSDS・ラベル作成
資料24ページの「固形物」については、ＪＩＳ Z7253:2012版 解説 b)化学品の定義に明示されていますが、

2019年度版には見当たりません。海外GHS分類でもこのような定義は見当たりません。説明をお願いします。
2021/2/17 1:31

P24は化管法に基づくSDS制度の指定化学物質と対象製品について示しております。なお、

JIS Z 7253:2012 解説 b)化学品の定義に記述された内容は、JIS Z 7252:2019 3.5成形品に

記述されています。

34 SDS制度及びGHS分類ガイダンスを活用したSDS・ラベル作成

資料34～35ページの、「SDSを作成する濃度」が「濃度限界」と異なる場合について、

・成分に「SDSを作成する濃度」以上のものが含まれている製品の場合、製品で危険有害性がなくてもSDSを作

成して提供する

・成分が「濃度限界」以上の場合に、製品SDSで３項の成分に濃度範囲を記載して提供する

との理解で合っていますか。

2021/2/17 1:46
成分が「濃度限界」以上の場合は、GHS分類を行い区分を決定し、製品SDSで2項に記載しま

す。

35 化学物質の適正管理とリスク評価
現在、化学物質のリスク評価の推進度合いが、自治体によって異なる様です。将来、国(日本)が化学物質のリスク

評価を統一的に強制的に、企業に求める可能性について教えて下さい。また、他の国の化学物質のリスク評価の

実施状況、並びに国際的な化学物質のリスク評価の今後の方向性について教えて下さい。

2021/2/9 1:48

化学物質のリスク評価は、どのようなリスクを評価するのかといった目的を設定し実施されう

るものです。各自治体において化学物質のリスク評価を実施するに当たっては、その自治体の

産業の実情や地理条件等を踏まえたリスク評価がなされているものと推測します。

他方、経済産業省においては、化審法の下で第二種特定化学物質に指定する必要があるかどう

かという観点でリスク評価を行っております。化審法や化管法において現時点で強制的にリス

ク評価を企業に求めてはおりませんが、各事業者が取り扱う化学物質を把握され、化学物質の

自主管理に積極的に取り組まれていくことは日本の化学物質管理において有効であると考えま

す。

他省庁においても化学物質に関連する他法令があると思いますが、国が事業者にリスク評価を

求める今後の可能性につきましては、各法律の目的に基づき運用されていくものと考えます。

他国の化学物質のリスク評価の実施状況、国際的な化学物質のリスク評価の今後の方向性につ

きましては、それぞれのHPを参照としてください。

REACH:https://echa.europa.eu/regulations/reach/understanding-reach

TSCA:https://www.epa.gov/chemicals-under-tsca

OECD:https://www.oecd.org/env/ehs/

36 GHS混合物分類判定システムの使用方法について
GHS混合物分類判定システムで組成情報を登録する際、「組成の含有率の合計が100%になるように入力」とあり

ます。多くの海外製製品は機密情報として組成情報を100%記載しておらず、確認しても開示はしません。組成情

報をすべて記載できない場合はどのように対応すればよいでしょうか。

2021/2/5 7:08

混合物判定システムとしては不明成分については「分類できない」として換算することになり

ます。しかしながら、不明成分中に化管法対象物質が１％以上、あるいは他法令の規制にかか

る物質が含有されていた場合、輸入者が責任を負うことになるため、秘密保持契約により開示

を求める、あるいは、自ら分析を行う等により確認を行うことが望ましいと考えます。
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添付資料⑤「化管法及び WEB セミナー2020 案内」  
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添付資料⑥「－リスク評価に関する調査支援業務－調査報告書」  
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1． 事業の目的 

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（以下「化管法」

という。）は、排出量・移動量の届出を行う PRTR 制度及び指定化学物質等の情報提供等を行

う SDS制度を講じることにより、事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境

の保全上の支障を未然に防止することを目的としている。化管法は平成 11 年 7 月に制定、平

成 12 年 3 月に施行された。化管法附則第 3 条により、施行後 7 年を経過した場合に見直すこ

ととされており、平成 20 年 11 月に化管法施行令を改正した。前回見直しから 10 年を迎えた

ことから、化管法の課題や見直しの必要性及び方針について検討を行い、令和元年６月に、産

業構造審議会製造産業分科会化学物質政策小委員会制度構築ワーキンググループ、中央環境審

議会環境保健部会化学物質対策小委員会合同取りまとめが公表された。これを受けて、薬事・

食品衛生審議会薬事分科会化学物質安全対策部会 PRTR 対象物質調査会、化学物質審議会 安

全対策部会化管法物質選定小委員会、中央環境審議会環境保健部会 PRTR対象物質等専門委員

会合同会合を開催し、化管法対象物質の見直しに関する検討を行っている。本事業では、今般

の見直しを受けた改正後の化管法が適切に施行されるように、必要な措置の調査・検討等を行

うことを目的とする。 

事業者による化学物質の自主的管理の改善の促進と環境保全上の支障の未然防止のために

は、事業者は事業所からの化学物質の排出量等を把握するだけでなく、その化学物質によって

生じる周辺環境における人や動植物に対するリスクを把握し、必要に応じてそのリスクを削減

することが必要である。リスクコミュニケーション等により、リスク管理の内容やその効果に

ついて、周辺住民等の理解を得ていくことが求められており、現在国が提供しているばく露量

評価ツール（METI-LIS）の活用を促進するための調査を行う。 

 

 

2． METI-LISを活用した化学物質のリスク評価に関する調査 

2.1  調査概要 

リスク評価のためのツール［国が提供しているばく露評価ツール（以下「METI-LIS」という。）］

の利用実績のない事業者（利用が少ない場合も含む）（以下「モデル事業者」という。）を対象

に、METI-LIS を活用してもらった。活用後、別添資料 1のMETI-LIS調査に関する調査票に取

りまとめの上、活用結果をモデル事業者からフィードバックしてもらうことにより、各社にお

けるリスク評価の際のMETI-LIS の有効性について調査した。 

METI-LIS は、拡散モデルの理論を知らない人でも排出物質の量、気象条件、建屋周辺地図

等の幾つかのデータを入力するだけで、事業所から排出した化学物質の事業所周辺における

大気中の有害物質の拡散状況や濃度を推計できるソフトウェアである。 

 

2.2  調査手順 

調査手順は、以下のとおり実施した。 

 

 手順 1  モデル事業者に対して、METI-LIS の使用の計算目的を検討していただき、拡

散状況を把握したい大気汚染物質や計算に必要な各種のパラメーター（情報・
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条件等）を決めてもらった。また、「METI-LIS 操作マニュアル（基礎編）」に

従い、大気中の大気汚染物質の濃度を計算した。 

       ●METI-LIS の使用方法等は、モデル事業者の要望等により必要に応じて、

メール又は WEBシステムによる指導等を行った。 

  ●「METI-LIS 操作マニュアル(基礎編)」は、一般社団法人産業環境管理協会

のホームページ（以下、URLを参照。）に掲載。 

URL：www.jemai.or.jp/tech/meti-lis/download.html 

 

 手順 2  その結果を実際に自社の化学物質管理やリスクコミュニケーションにどの様に

活用できるか意見を集めた。 

 

2.3 調査項目 

 モデル事業者に対しての調査項目を表１に示す。表１は、別添資料 1の調査票の内容を取り

まとめたものである。 

 

表１ モデル事業者に対しての調査項目 

No. 調査項目 概要 

【 会社情報に関する項目 】 

1. 会社情報 所属・役職・担当者氏名・所在地・連絡先など 

2. PRTRデータ届出情報：令和元年度分 
令和元年度分の届出情報・化学物質（第一種指定化学物質）の「大気への排出量」

の上位3つの物質の記載 

【 METI-LISに関する項目 】 

3. METI-LISによる計算の目的 本調査でのMETI-LISの計算目的について記載 

4. 
METI-LISの計算パラメーター 

設定値 

 

上記3.の目的でのMETI-LISの計算に必要なパラメーターの記載 

項目 記載例 記入欄 

有害大気汚染物質 

物質名 ベンゼン  

性状 ガス状物質 or 粒状物質  

排出量（t/年） ※大気中の排出量 3（t/年）  

事業所建屋の 

概要 

発生源周辺の

建屋状況 

工場敷地内には様々な施設があり、事 

業所（工場）の近くの大きい建屋は A 

棟と B 棟（高さはともに 20 m）である。 

 

対象物質の排

出場所の状況 

工場内のバルブ，配管等や貯蔵施設から 

の直接の漏出は少なく，ベンゼンの排出の 

大部分は，施設換気用ダクトからの放出で

ある。 

 

排出口の概要 

種類：煙突 or 排気ダクト etc 

地上からの高さ：● m 

排ガスの排出速度：● m/s 

排ガス量：● m3N/h 

排ガス温度：● ℃ 

種類： 

高さ：      （ｍ） 

排ガスの排出速度：     （m/s） 

排ガス量：          （m3N/h） 

排ガス温度：          （℃） 

事業所(工場)の 

稼働パターン 

週単位 
週 5 日間稼働(土曜日及び日曜日の 

み稼働休止) 
 

時間単位 
1 日 10 時間稼働：8 時～18 時稼働， 

夜間は稼働休止 
 

稼働率 稼働率：100%  

 

http://www.jemai.or.jp/tech/meti-lis/download.html
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No. 調査項目 概要 

 

 

5. METI-LISの計算結果 

計算結果（コンター図）の貼付 

最大着地濃度地点及び任意測定点（発散源からの距離）の濃度並びに単位の記載 

 

【 化学物質のリスク評価に関する項目 （METI-LISの計算結果の活用に関する意見） 】 

  〇METI-LISの計算結果を実際に化学物質管理やリスクコミュニケーションに活用した事業者は6.を回答 

  〇活用までには至らなかった事業者は7.を回答 

6. 
事業所内の化学物質管理の活用と 

効果について 

〇METI-LISの計算結果を事業所内の化学物質管理に活用するかの記載 

〇その効果についての記載 

項目 記載例 記入欄 

対象期間 (長期気象による予測 

又は短期気象による予測) 

1 年間（長期予測）or  1 日(短期予測) 

長期予測の実施を推奨します。  
 

気象条件 （気象データをご提供下さい。） 

入手先(参考) 

●気象庁のアメダスデータ 

●国立研究開発法人国立環境研究所 の大気

環境時間値データ    など 

●工場周辺の 1 年又は 1 日の気象データを

使用 

●気象庁のホームページに掲載のアメダスデ

ータを使用 

 

工場周辺の地図 

（地図データをご提供下さい。） 

入手先(参考) 

●インターネット 各検索会社の地図情報 

(JPEG・BMP・PNG・GIF の拡張子が使用可能) 

●国土地理院 地理院地図(電子国土 Web) 

【入手先】 

インターネットサイト（Yahooサイト） 
 

【グリッド】 

グリッド 50×50 として設定 
 

設定場所（座標） 

建屋の場所 

(座標) 

X 座標：●●●●.●●［m］ 

Y 座標：●●●●.●●［m］ 

X 座標： 

Y 座標： 

敷地境界 

(座標) 

X 座標：●●●●.●●［m］ 

Y 座標：●●●●.●●［m］ 

X 座標： 

Y 座標： 

排出源【排出

口】の場所 

(座標) 

X 座標：●●●●.●●［m］ 

Y 座標：●●●●.●●［m］ 

X 座標： 

Y 座標： 

任意点の場所 

※設定した場合 

X 座標：●●●●.●●［m］ 

Y 座標：●●●●.●●［m］ 

X 座標： 

Y 座標： 

計算点の設定 計算点の高さ を 1.5 m とする。  

有害大気汚染物質の 1 時間の 

平均排出量（kg/h） 

3000(kg/年)/{365×(5 日/7 日)×10 時間}  

= 1.15 kg/h 

［計算式］ 

 

 

 

［平均排出量］ 

 

 

 

 

計算式（参考）  

             年間排出量（kg/年） 

1 時間の平均排出量 =  

 （kg/h）             365 日×（稼働日）×稼働時間 

                  （事業所［工場］の稼働パターン） 
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No. 調査項目 概要 

7. 

事業所内の化学物質管理やリスクコ

ミュニケーションへの活用の可能性

について 

METI-LISの計算結果が事業所内の化学物質管理やリスクコミュニケーションに 

活用できるかどうかについての意見等の記載 

8. 
事業所内で使用している大気拡散ソ

フトとの比較について 

〇モデル事業者が既に使用している大気拡散ソフトの有無 

〇使用している場合、大気拡散ソフトの名称の記載 

〇今回のMETI-LISとの使い分けについて 

9. METI-LISの今後の活用について 
〇METI-LIS を今後、活用していくかどうか 

〇活用する場合、どの様に活用するかの記載 

10. 
METI-LISに関する意見や要望 

について 
METI-LISに関する意見や要望の記載 

 

 

2.4 調査結果 

 モデル事業者に対して調査を実施した結果を以下に取りまとめる。 

 

2.4.1 モデル事業者に関する情報 

（１）モデル事業者の概要 

  今回、調査に協力していただいたモデル事業者の業種及び PRTR データ届出情報（第一種

指定化学物質）等の情報の一覧を表２に示す。 

 

表２ モデル事業者の情報の一覧 

No. 
モデル 

事業者名 

PRTRデータ届出情報 

業種 製品 
第一種指定化学物質 

大気への排出量 

1 A社 
窯業・土石製品 

製造 
建材・工業製品など 

〇ホルムアルデヒド  

〇トリエチルアミン 

〇フェノール 

2 B社 化学工業 化学製品など 

〇クロロジフルオロメタン 

〇1.2-ジクロロエタン 

〇メチルアルコール 

3 C社 化学工業 合成樹脂など 

〇トルエン 

〇塩化メチレン 

〇1，3ブタジエン 

4 D社 化学工業 石油など 

〇ノルマルヘキサン 

〇トルエン 

〇キシレン 

5 E社 化学工業 石油など 
〇1，3-ブタジエン 

〇トルエン 

6 F社 化学工業 化学製品など メタクリル酸メチル 

7 G社 化学工業 電子材料部品など 

〇スチレン 

〇トルエン 

〇メタクリル酸メチル 
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（２）モデル事業者に対しての事前ヒアリング 

今回、調査の実施に当たり、令和 3 年 1 月 6 日～12 日にモデル事業者に対して、WEB 会

議及び電話にて調査の概要説明と事前ヒアリングを実施した。以下に事前ヒアリングの質問

の項目を示す。また、事前ヒアリングの結果を表３に記載する。 

    

    事前ヒアリングの項目  

   〇自社における大気拡散モデルの利用経験及び METI-LISの使用状況 

   〇本調査において、METI-LISを使用するに当たってのシナリオ設定（化学物質等） 

   〇本調査への要望 

   〇化学物質管理（リスクコミュニケーション等）の実施状況 
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表３ モデル事業者に対しての事前ヒアリングの概要の一覧 

●METI-LIS調査　選定済み事業所　一覧

METI-LISの

使用の有無
その他の使用の有無 使用形態

1 A社 1月12日 × ●なし

●匂いの拡散状況を確認するため、他のシミュ

レーションを活用したことがある（リスクコミュニ

ケーションのため）。

●ホルムアルデヒド

●トリエチレンアミン

●1，2，4-トリメチルベンゼンを予定

●化学物質管理として、煙突の高さや各種諸条件を変えた場合のシミュ

レーションをし、大気拡散濃度を推計してみたい。
一部あり

2 B社 1月7日 × ●あり

●煙突の高さの違いによる大気拡散状況等を

シミュレーションし、環境アセスメントに活用してい

る。

●計算する物質はPRTR物質から選定 ●自社で使用しているシミュレーションソフトと比較したい。 なし

3 C社 1月7日 〇

●都道府県からの紹介でMETI-

LIS・ADMERを使用している

（他の工場も同様）。

●その他、有料版も使用してい

る。

●どれを採用したらよいか選定が

難しいとのこと。

●都道府県から毎月配信される大気モニタリン

グ濃度結果と比較を行い、事業所の寄与につ

いて、確認するために使用している（内部的な

裏付けデータとして使用）。

●PRTR物質から選定

●METI-LISでの大気拡散濃度より化学物質の漏洩箇所を確認できる

と良い（工場内で漏洩する可能性がある箇所を見つけたい。）。

●今後は、国又は都道府県の事業として、例えば、都道府県の工場地

帯の事業者にMETI-LISを使用してもらい、複合的な化学物質の拡散

分布を確認し、大気モニタリング結果の濃度と比較すると、有意義な調

査になると思われる。この調査を行うことで、各事業所の発生寄与を確認

することができる。

●過去にMETI-LISを使用した際は、地形・建物の高さ設定はしていな

く、気象データが市町村のデータのため、事業所のデータとは異なってい

た。本調査では、地形・建物の高さ、気象データを正確にし実施してみた

い。気象については、できれば、自社にて測定した風向・風速・温度等が

使用できると良い。

なし

4 D社 1月6日 〇 ●なし

●大気中濃度(観測点)とMETI-LISの比較

●地図等は入れず、建物の高さ等も入れてい

ない。建物が多すぎて、設定ができない。

●短期予測で実施している。主に、行政等から

大気モニタリングで高濃度に観測された化学物

質について、自社の寄与を確認するために使用

している。

●ベンゼン等を想定
●事故時の漏洩予測に使用したい。工場の各プロセスより微量に漏洩し

た化学物質の量が知りたい。
なし

5 E社 1月8日 × ●なし ●なし
●酢酸ビニルの排出量が多いため、物質

として設定したい。

●初めてMETI-LISを使用するため、操作方法をメールやWEBシステム

にて教えて欲しい。
なし

6 F社 1月12日 × ●なし ●なし ●スチレン・メタクリル酸メチル
●初めてMETI-LISを使用するため、操作方法をメールやWEBシステム

にて教えて欲しい。
なし

7 G社 1月7日 ×
●SCRYU/Tetra(スクリューテト

ラ)を使用し、熱流体解析を実施

している。

●都道府県からの大気モニタリング濃度が配信

されており、その結果から逆算のうえ、

SCRYU/Tetraにてタンクの漏洩等を確認して

いる。しかし、あくまで、逆算のため、排出量を変

えながら、大気モニタリング濃度付近に近づくよう

に設定し、計算上の排出量の確認をしている。

計算上であり、検証（実測等）はしていない。

●SCRYU/Tetraは、タンクの高さ等は関係な

く、比重・空気の流れ等でシミュレーションを行

う。

●アクリロニトリル（2-プロペンニトリル）

●自社で使用しているシミュレーションソフトと比較したい 。

●タンクからのアクリロニトリル（2-プロペンニトリル）の拡散状況を確認し

たい。

●初めてMETI-LISを使用するため、操作方法をメールやWEBシステム

にて教えて欲しい。

なし

No. 事業所 本調査での要望

化学物質管理・リスク

コミュニケーションの実

施状況

大気拡散モデルの使用経験

打合せ日時 METI-LISで計算したい化学物質

 



- 8 - 

 

白 紙 
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2.4.2 METI-LISの計算結果の活用に関する意見 

METI-LISの計算結果の活用について、2.3の表１の 6.～10.の項目について、モデル事業者より回答を

得た。設問では、今回、METI-LISで計算した結果を計算目的に対応して、活用できたか、また、その

効果について回答を得る予定であったが、シミュレーションの結果と実測値との検証や自社内での化学

物質管理及び実際のリスクコミュニケーションへの活用まで行うには時間がなかったため、その部分の

調査結果は得られなかった。しかし、今回の結果を今後どの様に活用するか、また、METI-LISを事業

所内で今後どの様に活用していくかについて、貴重な意見を収集することができたので、表４に取りま

とめて、報告する。 

 

表４ 各モデル事業者のMETI-LIS活用に関する意見 

No. 
モデル 

事業者名 
METI-LIS活用の目的 METI-LISの活用について 

1 A社 

METI-LISでの計算の活用に

ついて、環境リスク管理と年

1回の住民とのリスクコミュ

ニケーションへ活用する。 

〇METI-LISの計算結果にリスク評価（ばく露量等）までアウトプット

として示されれば今以上に理解しやすくなるが、それでも基礎知識の

無い相手（住民等）には説明が難しいのでリスクコミュニケーション

（協議会等）の説明資料としては使い勝手が悪い。 

〇社内用の説明資料としても飛散エリアのアウトプットに加えてリス

ク評価を加えても「で 何が言いたい？」になりかねない。どちらに

使用するにしても説明者にある程度のスキルが要求されるので、リス

ク評価まで示されると助かる。 

○このソフトは地形や気象状況を考慮することから、今後、リスクコミ

ュニケーションのため、悪臭等の拡散状況を可視化する時に利用する

ことを想定している。 

2 B社 

事業所周辺の目的物質の大

気中濃度分布を大まかに把

握し、環境影響の把握や、リ

スク管理に役立てる。 

○今回、METI-LISを使用し、平面図（地図）上で複数の建物や発生源

を設定でき、それらの影響を容易に計算できることから、化学物質の

分散具合の概要を把握するのに役立てられる可能性があると思った。 

○これまで、別のソフトを使用していたが、METI-LISとの使い分けは

可能だと考える。 

3 C社 

事故等で漏洩があった際の

事業所周辺への拡散状況の

確認。 

○事業所内の(自主)大気モニタリング測定において、どの様な拡散をし

たのかを(後追いで)検証し、測定結果の妥当性を確認する。 

○現在、株式会社構造計画研究所の拡散シミュレーションや（工場）発

災時等に、設備からのガス拡散を簡易的にシミュレートするマクロフ

ァイルなどを利用しているが、METI-LISとの使い分けは可能と考え

ている。 

〇当事業所が、地域に影響を与えたか否かについて、（事後）検証に活

用できる。 

〇気象庁の雨雲レーダーのような、現在から数時間後までの拡散予想機

能が加われば、大気排出管理に活用できる。 

○工場敷地境界での実濃度測定（複数点）から、工場内の排出源を逆探

知（推定）したい。 

4 D社 

定期的に実施している敷地

内の大気測定結果と比較す

る。 

○今回のシミュレーションは、定期的に実施している敷地内の大気測定

に合わせて実施した。ただし、測定結果との比較、検証は未収である。 

○漏洩事故などが発生した場合の大気拡散濃度の推測を内部での確認

するなどに活用したい。 

○社内（部署内）でのプレゼンでは、視覚に訴える事が出来る点で有効

と思う。本調査のように、仮定（想定）排出箇所（量）でどのような

予測となるかが分かるので、面白いと思う。 

〇シミュレートは、パラメーター設定次第であり、それをもって、外部

（例えば地域住民や関連組織）とのコミュニケーションに利用するこ

とには、抵抗を感じる。基本的に内部での1情報（条件付き）の範囲

での利用となる。 
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No. 
モデル 

事業者名 
METI-LIS活用の目的 METI-LISの活用について 

5 E社 

目的物質の事業所周辺の大

気濃度を把握し、排出抑制や

リスク管理に役立てる。 

〇自社の排出化学物質の周辺環境への影響の確認に活用できると思う。 

〇トラブルにて短期間に多量に排出した際に、周辺環境への影響の有無

を評価したい。 

〇短期シミュレーションでの環境大気測定結果との比較をしたい。 

○次年度より年間排出量の結果が出た後にシミュレーションを実施し、

周辺環境への影響度を確認したい。 

〇METI-LISの使用時に不明点の問合せ先があると良い。（今回、産業

環境管理協会の担当の方にたびたび質問し、不明点を克服しながら進

める事ができた）。シミュレーションはとりあえず結果が出るが、そ

の結果が妥当なのかどうかが心配である。 

〇短期シミュレーション（1日、数時間）にも興味がある。良い方法は

あるか？例えば、24時間サンプリングでの測定結果（自社、都道府県

測定）との比較シミュレーションやトラブル時の影響評価など。 

〇リスク評価については、有害性情報からの評価値の作成に関しても妥

当性が問題になるかもしれない。 

6 F社 

目的物質の大気中濃度を把

握し、排出抑制やリスク管理

に役立てる。 

○今回の計算結果は、大気中濃度は低く、リスクが低いものであり、早

急なアクション（活用）は必要ないと思った。 

○長期の天候データによるシミュレーションは、リスクが視覚的にわか

りやすい。排出量低減を検討する際に、影響評価を視覚的に比較しや

すいツールであり、季節毎での傾向などを評価しやすい。 

〇工場建物や発生源の登録の容易な点により、新規設備又は既存設備改

造の際の環境リスク評価への活用が考えられる。 

〇短期でのシミュレーションでは、異常事態発生時での現状分析によ

り、周辺環境の濃度を予想し、住民避難や防御計画への情報提供が出

来る可能性が考えられる。 

〇気象庁のアメダス測定局より、環境省／都道府県の大気汚染物質監視

システムの測定局が事業所により近いので、そのデータを容易に取り

込めると良い。 

7 G社 

目的物質の事業所周辺の大

気中濃度を把握し、排出抑制

対策に役立てる。工場近くの

一般環境大気測定局での観

測濃度との関係を把握する。 

〇アクリロニトリルの大気排出量の削減を進めてきたが、本計算により

アクリロニトリルの大気排出量と都道府県の一般環境大気測定局に

おける検出濃度の関係を把握することが出来、今後の排出量の削減目

標を明確にすることが出来ると思う。 

○熱流体解析ソフトSCRYU/Tetra（有限要素法による数値解析）にてタ

ンク近傍の大気中濃度の計算をした実績はあるが、同ソフトでは

METI-LISのような天候を加味した広範囲の計算は困難であり、そう

いった用途で本ソフトを活用できる。 

○アクリロニトリルを始めとしたVOC排出量の削減目標の設定や、トラ

ブル発生時の拡散予想等に使用できる。国が開発したソフトであり、

行政への報告にも活用できると思う。 

 

 

今回の調査で、頂いた METI-LIS ソフトについてのご意見を以下に記載する。 

①METI-LIS を初めて使用し、結果が出るまでに 8 時間程度費やした。もし、ツールを開発・修正さ

れる場合は、表示画面（入力コマンド）をわかりやすくし、入力しやすいようにして欲しい。 

②今回、METI-LIS を初めて使用したが、基礎編のマニュアルを見ながら操作する事で問題なく計算

する事が出来た。初心者でも容易に使用し始めることのできるソフトだと感じた。 

③地図上での点源や建物を設定する際にクリックする、“保存する”、“キャンセル”のボタンが画面下

に隠れてしまい、全画面表示にしないと出てこないのが操作上、少し不便であった。 

④工場が独自に持つ気象データを利用したいが、大気安定度の設定が難解である。風向、風速及び気  

 温だけのデータで大気安定度を自動設定できると良い。 
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⑤建屋の設定では、輪郭をつなぐ方法となっている。化学プラントの装置は球形タンクや煙突があり、

●の図形を用意して頂けると使いやすくなると思う。また、□や長方形のモデルも予め部品として

あれば、より使いやすいと思う。航空写真の画像解析から、建屋データの自動設定が出来れば、な

お良い。 

⑥建物設定に円を作れるようになっていれば、タンク群を設定できる。 

⑦GUI（ コンピューターの画面上に表示されるウィンドウやアイコン、ボタン、プルダウンメニュー

などを使い、マウスなどのポインティングデバイスで操作できるインターフェース）をもう少し使

いやすくして欲しい。 

⑧特に建屋の入力で、コピー＆ペーストできない。図面から自動検出する機能があったら良い。 

 

なお、上記の意見のうち、以下については、現行システムにて対応可能である。 

⑤及び⑥の形状について、円等の設定は出来ないが、シミュレーション上、影響がない。 

⑧の建屋の入力のコピー＆ペーストは、建屋の編集にて複製可能である。 

 

 

3. 本調査のまとめ 

 今回のMETI-LIS の活用調査では、実際の工場（7工場）で化学物質管理を担当している部署に PRTR

届出物質から一物質を選定して頂き、METI-LISにて長期又は短期における事業所周辺の大気中濃度の

シミュレーションを実施して頂いた。計算結果の活用目的については、①自社で実施している事業所内

の大気測定結果との比較、②事業所近辺への化学物質の拡散状況の把握、③行政が行う大気モニタリン

グ結果との関係の確認、④事故時の漏洩を仮定した影響の把握で使用したいとの意見が多かった。リス

ク管理への活用については、2社がシミュレーションを目的に挙げていた。実際に METI-LISを使用し

て頂いた結果、①～④への活用については、ほとんどのモデル工場より活用の可能性があると回答頂い

た。今回の調査では、時間的制約から、ほとんどの事業者においてシミュレーションした結果を実測値

と比較して活用するところまでは至らなかったが、引き続き検証していきたいとの回答を得ている。そ

のような中で、1事業者より、PRTR で排出量が多い物質について削減努力をしてきたが、今回のシミ

ュレーション結果で、事業所周辺の大気中濃度が極めて低いことが確認でき、抑制効果を実感できたと

の回答を得た。事故時の対応への活用について、METI-LISで周辺環境濃度を予め予想し、住民待避や

防御計画への情報提供の可能性などといった、積極的な意見も挙がっていた。 

一方、リスク評価やリスクコミュニケーションへの活用については、METI-LISで算定した大気中濃

度から、どの様にリスクを評価したら良いか分からない、また、その結果を住民説明等でどの様に行な

ったら良いか分からないとの意見が挙がった。 

今回の調査では、7事業所中 5事業所はMETI-LISを使用したことがなかったが、METI-LISを使用し

てみて、METI-LIS マニュアル（基礎編）に従い、操作を行うことで、一通りの計算を行い、シミュレ

ーション結果を出すことができたとのことであった。ただし、計算結果が妥当であるかに不安があると

の意見もあった。 
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4．今後の課題 

 今回の調査で、METI-LIS を使用して頂いた 7事業所のほとんどで、本ソフトが化学物質の大気中拡

散状況や大気濃度を簡単にシミュレーションできることが分かり、自社の自主管理に活用できる可能性

を見出すことができた。現在、METI-LISがこのように、事業者の化学物質の自主管理に活用できるこ

とがあまり知られていないため、今回のように、METI-LISを実際に活用した自主管理の具体的な方法

を普及して行く必要があると思われる。そのためには、大気観測データとの関係や事業所内での大気濃

度測定結果との比較、事故時の場合、どのようなケースまで METI-LISで算定できるか等、自主管理へ

の活用について具体的事例を増やし、紹介して行くことが必要と思われる。 

多くの事業所で、METI-LIS を日ごろから使用してもらうことで、例えば、工場が密集した地域にお

いては、各事業所より自社からの排出量から大気中濃度を算定したデータを行政に報告することで、行

政側は、どこの事業所からの寄与が大きいかを把握することも可能であり、行政と事業所の連携をより

密接にし、原因究明と適切対応を行うことに繋げることができる。そのため、各自治体と事業所の間で、

METI-LISを活用した化学物質の管理について意見交換を行い、具体的な活用事例を作って行くと良い

と思われる。 

リスクコミュニケーションへの活用については、ばく露量と毒性の関係を理解する必要があり、単純

に住民説明等に METI-LIS の結果を提示してリスクについて説明することができないことより、多くの

事業者がハードルが高いと感じているようである。そのため、リスク管理までの活用について、具体的

な活用方法を示す必要があるのではないかと思われる。 
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令和 3 年 1 月 4 日 

〇〇〇〇〇〇〇株式会社 

〇〇〇〇部 〇〇〇〇課 

〇〇 〇〇 様 

一般社団法人産業環境管理協会 

環境管理部門 国際協力・技術センター 

所長  大野 香代 

 

 

経済産業省－低煙源工場拡散モデル(METI-LIS)に関する調査ご協力の依頼 

 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

当協会では、経済産業省委託事業として、「令和 2 年度化学物質安全対策（化管法の見直しに関する調査）

に係るツールを活用した化学物質のリスク評価に関する調査業務」を受託し、国が開発した低煙源工場拡散モデル

（以下「METI-LIS」という。）が事業所の化学物質管理やリスクコミュニケーションにどの様に活用が可能であるかの調

査をすることとなりました。 

 今回、この調査にあたり、METI-LIS を実際に貴社で使用して頂き、その活用の可能性についてご意見を頂きたいと

思っております。 

 ご多忙中のところ、大変恐縮ではございますが、何卒、ご協力のほどお願い申し上げます。 

敬具 

 

 

 

【本件担当者】 

一般社団法人産業環境管理協会 

環境管理部門 国際協力・技術センター  

大野 ohno@jemai.or.jp 

寺田 terada@jemai.or.jp 

        〒101-0044 東京都千代田区鍛冶町二丁目 2 番 1 号  

三井住友銀行神田駅前ビル 7 階 

TEL：03-5209-7707      

FAX：03-5209-7716 

 

別添資料１ 

mailto:ohno@jemai.or.jp
mailto:terada@jemai.or.jp
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METI-LIS 調査の概要 

 

1. 目的 

事業者による化学物質の自主的管理の改善の促進と環境保全上の支障の未然防止のためには、事業者は事業

所からの化学物質の排出量等を把握するだけでなく、その化学物質によって生じる周辺環境における人や動植物に対

するリスクを把握し、必要に応じてそのリスクを削減することが必要である。さらに、リスクコミュニケーション等により、リスク

管理の内容やその効果について、周辺住民等の理解を得ていくことが求められており、現在国が提供しているばく露量

評価ツール低煙源工場拡散モデル（以下「METI-LIS」という。）の活用を促進するための調査を行う。 

 

2. 調査概要 

 METI-LIS の利用実績のない事業者（利用が少ない場合も含む）（以下「モデル事業者」という。）を対象に、リ

スク評価のためのツールとして METI-LIS を活用してもらう。活用後、活用結果をモデル事業者からフィードバックしても

らうことにより、各社におけるリスク評価の際の METI-LIS の有効性について確認を行う。 

実施手順は、モデル事業者に拡散状況を把握したい物質を選定し、計算に必要な各種のパラメーターを決め、

「METI-LIS マニュアル（基礎編）」に従い、大気中の濃度を計算する。その結果を自社の化学物質管理やリスクコ

ミュニケーションに実際に活用頂くか、又はどのように活用できるかご意見を頂く。 最終的にご提出いただくのは、①

METI-LIS の計算条件、②計算結果、③活用の可能性についてのご意見の 3 点となります。（提出用紙は別紙とな

ります。） 

 

注）「METI-LIS 操作マニュアル(基礎編)」は、一般社団法人産業環境管理協会のホームページ（以下、URL を参

照）よりダウンロードをお願いいたします。URL：www.jemai.or.jp/tech/meti-lis/download.html 

 

・METI-LIS は、「METI-LIS 操作マニュアル(基礎編)」を用いて活用していただきますが、操作等で不明な点が 

ありましたら、電話やメール等での対応をいたしますので、担当（寺田）までご連絡下さい。 

 

3. 提出方法 

 提出は、郵送で令和３年2月19日（金）までにお願い致します。 

（１）ご提出していただくもの 

     以下の「①～④」を DVD-ROM データに格納のうえ、返信用封筒にて（２）の提出先までご返送 

下さい。 

① 別紙 調査票（Word データ） 

② METI-LIS に使用した地図データ 

●インターネット 各検索会社の地図情報(JPEG・BMP・PNG・GIFの拡張子) 

●国土地理院 地理院地図(電子国土Web)  など 

 

http://www.jemai.or.jp/tech/meti-lis/download.html
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③ METI-LIS に使用した気象データ 

●気象庁のアメダスデータ 

●国立研究開発法人国立環境研究所の大気環境時間値データ  など 

④ METI-LIS に格納されているデータ 

       METI-LIS フォルダー一式をそのまま DVD-ROM に収納して下さい。 

 

（２）提出先 

一般社団法人産業環境管理協会 環境管理部門 国際協力・技術センター  寺田宛 

    〒101-0044 東京都千代田区鍛冶町二丁目 2 番 1 号 三井住友銀行神田駅前ビル 7 階 

TEL：03-5209-7707 
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 別紙   

METI-LIS 調査に関する調査票 

< 提出期限：令和 3 年 2 月 19 日 > 

 

 

調査票の構成 

〇調査票の構成は、以下の表に示す通りとなります。 

〇次頁より記載用紙となっておりますので、ご記入をお願いいたします。 

〇ご記入をいただきました METI-LIS のデータ等について、非公開等の要望がありましたら、本件担当までご連絡下

さい。 

 

ご記入をいただきました調査票の内容（個人情報を含む）につきましては、一般社団法人産業環境管理協会の個人

情報保護方針（http://www.jemai.or.jp/global/privacy/）に従い管理のうえ、本目的のみに使用し、目的以外に使用

はいたしません。 

 

 

 

調査票の構成 一覧 

 項目 

1. 会社情報 

2 METI-LIS の計算目的 

3. METI-LIS の計算パラメーター設定値 

4. METI-LIS の計算結果 

○コンター図の貼付 

○計算結果(最大着地濃度地点・任意測定点の濃度) 

5. METI-LIS の計算結果の活用に関する意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.jemai.or.jp/global/privacy/
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1. 会社情報 

 

記入日 令和３年    月    日 

【基本情報】  ※事前に記入をしております。適宜、修正等をお願いいたします。 

会社名 株式会社 

担当部署  

役職  

担当者（記入者）  

住所  

連絡先  

E-mail（アドレス）        ＠ 

【PRTRデータ届出情報】  ※令和元年度の届出内容を記入して下さい。 

従業員数        名 

業種（コード）           （コード） 

第一種指定化学物質    ※「大気への排出量」のみ、「上位3つ」の物質名称及び排出量（単位）を記入して下さい。 

1番目 化学物質の名称：                      排出量：          （kg） 

2番目 化学物質の名称：                      排出量：          （kg） 

3番目 化学物質の名称：                      排出量：          （kg） 
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2. METI-LIS の計算目的 

今回の METI-LIS による計算の目的を記載下さい。 

記載例：事業所で使用しているベンゼンの事業所周辺の大気中濃度を把握し、排出抑制やリスク管理に役立てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. METI-LIS の計算パラメーター設定値 

METI-LIS を活用した際の設定条件を以下の表に記入して下さい。 

※異なる条件（2 パターン以上）にて実施した場合は、表を追加のうえ、記入して下さい。 

 

表 METI-LIS の計算パラメーター設定 

項目 記載例 記入欄 

有害大気汚染物質 

物質名 ベンゼン  

性状 ガス状物質 or 粒状物質  

排出量（t/年） ※大気中の排出量 3（t/年）  

事業所建屋の 

概要 

発生源周辺の

建屋状況 

工場敷地内には様々な施設があり、事 

業所（工場）の近くの大きい建屋は A 

棟と B 棟（高さはともに 20 m）である。 

 

対象物質の排

出場所の状況 

工場内のバルブ，配管等や貯蔵施設から 

の直接の漏出は少なく，ベンゼンの排出の 

大部分は，施設換気用ダクトからの放出で

ある。 

 

排出口の概要 

種類：煙突 or 排気ダクト etc 

地上からの高さ：● m 

排ガスの排出速度：● m/s 

排ガス量：● m3N/h 

排ガス温度：● ℃ 

種類： 

高さ：      （ｍ） 

排ガスの排出速度：     （m/s） 

排ガス量：          （m3N/h） 

排ガス温度：          （℃） 

事業所(工場)の 

稼働パターン 

週単位 
週 5 日間稼働(土曜日及び日曜日の 

み稼働休止) 
 

時間単位 
1 日 10 時間稼働：8 時～18 時稼働， 

夜間は稼働休止 
 

稼働率 稼働率：100%  
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項目 記載例 記入欄 

対象期間 (長期気象による予測 

又は短期気象による予測) 

1 年間（長期予測）or  1 日(短期予測) 

長期予測の実施を推奨します。  
 

気象条件 （気象データをご提供下さい。） 

入手先(参考) 

●気象庁のアメダスデータ 

●国立研究開発法人国立環境研究所の大気

環境時間値データ    など 

●工場周辺の 1 年又は 1 日の気象データを

使用 

●気象庁のホームページに掲載のアメダスデ

ータを使用 

 

工場周辺の地図 

（地図データをご提供下さい。） 

入手先(参考) 

●インターネット 各検索会社の地図情報 

(JPEG・BMP・PNG・GIF の拡張子が使用可能) 

●国土地理院 地理院地図(電子国土 Web) 

【入手先】 

インターネットサイト（Yahoo サイト） 
 

【グリッド】 

グリッド 50×50 として設定 
 

設定場所（座標） 

建屋の場所 

(座標) 

X 座標：●●●●.●●［m］ 

Y 座標：●●●●.●●［m］ 

X 座標： 

Y 座標： 

敷地境界 

(座標) 

X 座標：●●●●.●●［m］ 

Y 座標：●●●●.●●［m］ 

X 座標： 

Y 座標： 

排出源【排出

口】の場所 

(座標) 

X 座標：●●●●.●●［m］ 

Y 座標：●●●●.●●［m］ 

X 座標： 

Y 座標： 

任意点の場所 

※設定した場合 

X 座標：●●●●.●●［m］ 

Y 座標：●●●●.●●［m］ 

X 座標： 

Y 座標： 

計算点の設定 計算点の高さ を 1.5 m とする。  

有害大気汚染物質の 1 時間の 

平均排出量（kg/h） 

3000(kg/年)/{365×(5 日/7 日)×10 時間}  

= 1.15 kg/h 

［計算式］ 

 

 

 

［平均排出量］ 

 

 

 

 

計算式（参考）  

             年間排出量（kg/年） 

1 時間の平均排出量 =  

 （kg/h）             365 日×（稼働日）×稼働時間 

                  （事業所［工場］の稼働パターン） 
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４． METI-LIS の計算結果 

（１）METI-LIS の計算結果(コンター図)を以下に貼り付けて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貼付箇所 
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（２）実際に化学物質管理に利用した大気中濃度の METI-LIS の計算結果について、 

以下にご記入下さい。 

 対象物質の濃度 

最大着地濃度地点の濃度及び単位  ppm 

任意測定点 

の濃度 

 

※任意測定点を設定

して場合のみ記載し

て下さい。 

※5点まで記載欄を設

けておりますが、不

足している場合は、

追加して下さい。 

1 

発散源からの距離 

（m） 

m 
 ppm 

2 m 
 ppm 

3 m 
 ppm 

4 m 
 ppm 

5 m 
 ppm 

 

 

５． METI-LIS の計算結果の活用に関する意見  

以下の設問にお答え下さい。  

METI-LIS の計算結果を実際に化学物質管理やリスクコミュニケーションに活用された方は（１）にお答

えいただき、活用までには至らなかった場合は、（２）にお答え下さい。（３）以降の設問には全てお答え

下さい。 

 

（１） METI-LIS の計算結果を事業所内の化学物質管理にどの様に活用しましたか。また、その効

果について、可能な範囲でお答え下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） METI-LIS の計算結果は自社の化学物質管理やリスクコミュニケーションにどの様に役立てられ

る可能性があるか、ご意見をお書き下さい。 
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（３） 自社ですでに使用してる大気拡散ソフトがありますか。ある場合はそのソフト名をお書き下さい。

そのソフト名と今回の METI-LIS との使い分けは可能ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） METI-LIS を今後、活用していきたいと思いますか。活用される場合、どのような場合に活用さ

れることを想定されてますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） その他、METI-LIS に関するご意見やご要望をご自由にお書き下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

 今回の調査へのご協力、誠に有難うございました。 
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白 紙 

 



 

 

 

 


